
第１回研究会（2022.11.25）を踏まえ、ご議論いただきたいテーマ

一．人材力の強化について

二．地域の担い手確保について

三．地域資源の活用を通じた

ローカルスタートアップについて

四．コミュニティについて

五．地域力創造施策に係るデジタル化について
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※今後、必要に応じて、地域力創造推進に関する新規施策の提案や政府方針等について
ご議論いただくことも検討。
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四．コミュニティについて

＜第1回研究会における主な意見＞
（１）コミュニティ
・地域運営組織は人材力というより、「コミュニティ」であり、このカテゴリーが別途必要ではないか。

（２）過疎対策
・環境問題・持続的発展の観点から、もう一度過疎対策について、過去の経緯を踏まえ、人材力の活用という観点も含めた未来志
向の打ち出し方はできないか。

１．主な意見を踏まえた事務局説明
①集落の現状について
②地域運営組織、集落支援員など集落維持関連施策
について別添１に基づき説明。

２．今回ご議論いただきたいテーマ
・コミュニティの維持・発展に向けた今後の施策の⽅向性についてどう考えるか。

第１回研究会を踏まえた事務局説明及び今回議論いただきたいテーマ 資料２
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第１回研究会を踏まえた事務局説明及び今回議論いただきたいテーマ

五．地域力創造施策に係るデジタル化について

＜第１回研究会における主な意見＞
（１） デジタル化の重要性
・ 少子高齢化の進展により、自治体の事務作業はパンクする。将来から逆算し、自治体の事務の負担軽減を図るべき。
（２） 取り組むべき課題の具体例
・ 自治体の取組は、団体の余力の有無により二極化している。より多くの自治体が取り組めるようモデル事業の横展開等が必要。
・ 行政のDXのみならず、AIやロボットを活用した介護負担軽減等、社会情勢に沿った課題に自治体が取り組めるようにすべき。
・ 国東半島の事例のような取組（※）が地域力創造グループが推進すべき取組ではないか。
※ 地域住民が主体となり、SNSを活用した地域づくり支え合い活動共通WEBサイト“国東つながる暮らし”を制作・公開する等、情報共有、移住・定住に繋がる取組（令和4年度・過疎地域持続的発展優良事例表彰 総務大臣賞受賞）

・ 「自治体による電子化」に留まらず、シビックテック（市民がテクノロジーを活用して社会課題解決や生活の利便性向上を図る取組）も重要。
・ デジタル技術により行政と住民の双方向のやりとりができる。その際、高齢者がデジタルツールや仕組みを活用できるようにすべき。
・ 高齢者に対するスマホ教室等のデジタルデバイド対策は、高齢者にとってより身近な場所でよりきめ細やかに展開すべき。

１．主な意見を踏まえた事務局説明
・ 「自治体DX推進計画」において、情報システムの標準化・共通化等の自治体DXの取組(自治体の業務システムの改革)とあわせて、
「地域社会のデジタル化」「デジタルデバイド対策」に取り組むべきとしている。
・ 総務省としては「地域活性化」、「住民生活」、「地域におけるデジタル人材の育成」など20分野に亘り200事例をまとめた
参考事例集を策定・公表するとともに、令和5年度から「地域デジタル社会推進費」を2,500億円に拡充。
・ 地方公共団体におけるデジタル人材の確保・育成に対する支援（特別交付税の新設・拡充、国費による伴走支援、ＤＸ
アドバイザー派遣、研修の充実等）を行うこととしている。

⇒ 別添２に基づき説明

２．今回ご議論いただきたいテーマ
・ 全国で統一的に取り組むべき自治体DXの取組は着実に進捗する一方、地域独自の課題をデジタル技術を活用して解決する
「地域社会のデジタル化」や「デジタルデバイド対策」をどのように促進し、これらの取組を支える人材育成についてどう図っていくか。 2
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過疎地域における集落の現況把握調査結果の概要

ポイント

○ ６５歳以上の割合が５０％以上の集落の割合 ⇒ 約１０ポイント増加
○ 「維持が困難」になっている集落の割合
○ 「無人化の可能性のある」集落の割合
○ 集落支援員や地域おこし協力隊等が活動する集落の割合 ⇒ 約７ポイント増加

調査結果の主な内容

高齢者割合の高い集落が増加傾向にある中で、集落支援員や地域おこし協力隊などのサポート人材の

増加が集落機能の維持が困難な集落や無人化の可能性のある集落の増加を食い止めている。

今回調査（令和元年） 前回調査（平成２７年）

・集落数 ６３，２３７集落 ６５，４４０集落

・集落人口 １，０３５．８万人 １，１４７．８万人

・１集落当たりの平均人口 １６３．８人 １７７．３人

・住民の半数以上が６５歳以上である集落の割合 ３２．２％ ２２．１％

・集落機能の「維持が困難」な集落の割合 ４．１％ ４．３％

・「無人化の可能性のある」集落の割合 ５．０％ ４．９％

・サポート人材が活動する集落の割合 ３４．８％ ２８．１％

⇒ 大きな変化なし

調査の目的等

○ 集落の最新の状況を把握する目的で総務省と国土交通省が合同で定期的（５年前後ごと）に実施
○ 平成３１年４月１日時点で過疎地域自立促進特別措置法により過疎地域に指定された地域

（８１４市町村※）の回答を集計。 ※東日本大震災による原発事故被災地関係の３町村を除く。

過疎地域等における集落の状況に関する
現況把握調査（令和2年3月）
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前回調査で「１０年以内に消滅（無人化）」とされていた集落の状況

• 前回調査の過疎地域において、前回調査時に「１０年以内に消滅（無人化）する可能性がある」と予測されて
いた５０８集落のうち、今回調査までの４年間で実際に消滅（無人化）したのは４７集落（９．３％）となっている。

地方ブロック別・前回調査時に「１０年以内に消滅（無人化）」と予測されていた集落の変遷

※前回調査時（H27.4.1現在）の過疎地域のうち、回答のあった７９４市町村における集落において、「１０年以内に消滅（無人化）する可能性がある」と予測された集落
（５０８集落）を対象。

※ 「他に編入」：他の集落に統合され、当該集落の名称がなくなった集落 「他と合併」：他の集落とともに新しい名称の集落を形成した集落（当該集落の名称も変更）
「分離」：複数の集落に分かれて合併した集落

過疎地域

他に編入
他と合併
又は分離

計
(C)

1 北海道 22 3 0 0 0 19

(100.0%) (13.6%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (86.4%)

2 東北圏 43 5 0 0 0 38

(100.0%) (11.6%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (88.4%)

3 首都圏 13 0 0 0 0 13

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%)

4 北陸圏 21 6 0 0 0 15

(100.0%) (28.6%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (71.4%)

5 中部圏 36 1 2 0 2 33

(100.0%) (2.8%) (5.6%) (0.0%) (5.6%) (91.7%)

6 近畿圏 31 4 0 0 0 27

(100.0%) (12.9%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (87.1%)

7 中国圏 84 8 1 0 1 75

(100.0%) (9.5%) (1.2%) (0.0%) (1.2%) (89.3%)

8 四国圏 188 12 0 0 0 176

(100.0%) (6.4%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (93.6%)

9 九州圏 70 8 2 2 4 58

(100.0%) (11.4%) (2.9%) (2.9%) (5.7%) (82.9%)

10 沖縄県 0 0 0 0 0 0

(100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%)

508 47 5 2 7 454

(100.0%) (9.3%) (1.0%) (0.4%) (1.4%) (89.4%)

現存している
集落

(A-B-C)
前回調査の
過疎地域

合計

10年以内に消滅
と予測

(A)

消滅集落

(B)

集落再編により減少した集落

過疎地域等における集落の状況に関する
現況把握調査（令和2年3月）
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集落支援員について

・地方自治体⇒集落支援員を設置し、集落支援員と協力して集落対策を推進（下記フロー図のとおり）

・総務省 ⇒地方自治体に対して、財政措置（特別交付税措置）、情報提供等を実施

＜特別交付税措置＞

○措置額 ・・・ 集落支援員１人あたりの上限額 ・専任※ ４４５万円 ・兼任 ４０万円
※兼任の場合であって、集落支援員としての活動に従事する時間が週当たり15時間30分以上である旨を設置要綱等に規定して委嘱する場合を含む。

○対象経費・・・ ①集落支援員の設置に要する経費、②集落点検の実施に要する経費

③集落における話し合いの実施に要する経費

④地域の実情に応じた集落の維持・活性化対策に要する経費

地域の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材が、地方自治体からの委嘱を受け、市町村職員と

連携し、集落への「目配り」として集落の巡回、状況把握等を実施

※令和４年度 専任の「集落支援員」の設置数 １，９９７人 ※自治会長などとの兼務の集落支援員の設置数 ３，１７４人

<専任の「集落支援員」の属性> 約４割が６０代、約５割が元会社員・元公務員・元教員、約９割がそれまで暮らしていた地方自治体で活動

集落支援員

・ 市町村職員と協力
し、住民とともに、集
落点検を実施

・ 「集落点検」の結果を活用し、住民と
住民、住民と市町村との間で集落の現
状、課題、あるべき姿等についての話
し合いを促進

・ 地方自治体の委嘱により「集落支援員」を設置。
・ 集落支援員は、市町村職員とも連携し、集落への「目配り」として、集落の巡回、状況把握等を行う。

■集落支援員の設置

■集落点検の実施 ①デマンド交通システムなど地域交通の確保、
②都市から地方への移住・交流の推進、
③特産品を生かした地域おこし、
④高齢者見守りサービスの実施、
⑤伝統文化継承、
⑥集落の自主的活動への支援 等

総
務
省

支
援■集落のあり方についての話し合い

地方自治体の取組のフロー

集落支援員の活動イメージ

□集落の維持・活性化に向けた取組

※ 国勢調査における人口集中地区については、特別交付税による措置の対象外
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都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数 都道府県名 市町村 支援員数

美唄市 1 飯豊町 15 長野市 1 三重県 御浜町 3 日野町 2 愛媛県 久万高原町 9 山都町 1

深川市 2 庄内町 5 伊那市 15 長浜市 22 江府町 1 高知市 2 多良木町 1

石狩市 3 遊佐町 2 大町市 2 守山市 2 松江市 3 室戸市 4 大分市 2

松前町 1 会津若松市 1 茅野市 2 甲賀市 20 出雲市 1 南国市 3 日田市 10

乙部町 1 喜多方市 6 東御市 9 京都市 4 益田市 25 須崎市 2 佐伯市 12

寿都町 1 二本松市 7 青木村 1 綾部市 2 大田市 5 宿毛市 1 臼杵市 14

蘭越町 1 天栄村 1 辰野町 2 宮津市 1 奥出雲町 7 香南市 2 津久見市 1

ニセコ町 6 南会津町 3 箕輪町 4 京丹後市 6 飯南町 6 香美市 12 竹田市 4

積丹町 1 西会津町 1 飯島町 7 南丹市 7 川本町 22 東洋町 1 豊後高田市 3

上砂川町 1 三島町 1 南箕輪村 1 伊根町 4 美郷町 13 奈半利町 2 宇佐市 24

北竜町 3 会津美里町 2 中川村 9 豊岡市 32 邑南町 1 安田町 3 豊後大野市 8

鷹栖町 1 石川町 5 宮田村 1 西脇市 4 津和野町 36 馬路村 3 由布市 4

比布町 1 北茨城市 1 松川町 12 加西市 2 吉賀町 6 芸西村 3 玖珠町 4

愛別町 1 茨城町 2 高森町 2 丹波篠山市 1 海士町 44 本山町 5 日南市 1

東川町 15 足利市 2 阿智村 5 養父市 34 西ノ島町 3 大豊町 8 串間市 6

南富良野町 1 矢板市 2 平谷村 1 丹波市 22 知夫村 19 土佐町 5 えびの市 5

和寒町 1 沼田市 2 売木村 5 朝来市 26 隠岐の島町 1 いの町 2 西米良村 3

美深町 1 嬬恋村 4 天龍村 3 宍粟市 5 玉野市 7 仁淀川町 1 椎葉村 9

中頓別町 1 秩父市 6 豊丘村 6 神河町 1 笠岡市 6 中土佐町 1 日之影町 1

白老町 4 横瀬町 1 大鹿村 3 上郡町 3 備前市 1 佐川町 11 五ヶ瀬町 2

厚真町 5 小鹿野町 5 王滝村 6 佐用町 7 瀬戸内市 2 越知町 4 鹿児島市 10

安平町 3 館山市 1 木曽町 1 香美町 1 赤磐市 1 檮原町 7 鹿屋市 1

清水町 4 南房総市 12 麻績村 1 新温泉町 2 真庭市 6 日高村 5 阿久根市 2

白糠町 4 香取市 4 生坂村 7 宇陀市 4 浅口市 3 津野町 2 指宿市 1

青森県 むつ市 2 山武市 1 朝日村 3 山添村 2 矢掛町 7 四万十町 1 西之表市 11

大船渡市 8 大多喜町 5 白馬村 6 曽爾村 1 勝央町 2 三原村 5 日置市 27

久慈市 3 東京都 利島村 1 小谷村 13 明日香村 1 美咲町 6 黒潮町 2 曽於市 6

雫石町 14 長岡市 12 高山村 10 吉野町 4 三原市 22 筑後市 11 志布志市 5

紫波町 2 新発田市 2 木島平村 6 黒滝村 1 三次市 6 小郡市 3 南九州市 3

西和賀町 8 小千谷市 4 飯綱町 2 天川村 4 庄原市 26 うきは市 3 三島村 1

岩泉町 10 十日町市 23 関市 7 十津川村 5 廿日市市 7 嘉麻市 1 さつま町 5

気仙沼市 7 見附市 11 中津川市 16 下北山村 4 安芸太田町 2 朝倉市 2 東串良町 2

登米市 20 村上市 7 瑞浪市 8 上北山村 5 北広島町 4 東峰村 5 肝付町 2

東松島市 4 糸魚川市 11 恵那市 4 川上村 23 大崎上島町 1 大刀洗町 4 徳之島町 1

丸森町 8 妙高市 4 下呂市 3 東吉野村 5 宇部市 5 香春町 2 うるま市 3

加美町 2 上越市 9 七宗町 4 紀美野町 11 山口市 1 みやこ町 2 国頭村 1

秋田県★ 2 佐渡市 9 白川町 7 高野町 2 岩国市 7 唐津市 7 大宜味村 6

湯沢市 2 魚沼市 9 東白川村 2 すさみ町 6 長門市 24 多久市 1 宜野座村 2

鹿角市 1 胎内市 1 静岡市 10 那智勝浦町 4 柳井市 3 伊万里市 4 北大東村 2

由利本荘市 4 阿賀町 7 浜松市 6 古座川町 1 美祢市 4 小城市 1 久米島町 2

五城目町 2 津南町 1 島田市 1 鳥取市 1 周防大島町 1 基山町 6 竹富町 3

羽後町 5 関川村 3 小山町 3 倉吉市 17 平生町 6 上峰町 4

酒田市 2 粟島浦村 2 尾鷲市 3 智頭町 11 阿武町 2 平戸市 16

寒河江市 1 富山県 富山県★ 3 鳥羽市 2 八頭町 22 美馬市 7 壱岐市 14

長井市 19 福井市 6 熊野市 27 三朝町 6 三好市 18 五島市 12

朝日町 1 坂井市 1 いなべ市 75 琴浦町 3 上勝町 1 小根賀町 1

金山町 2 越前町 2 明和町 6 大山町 10 神山町 6 南小国町 1

最上町 3 南アルプス市 1 玉城町 1 南部町 19 那賀町 2 高森町 10

舟形町 2 早川町 2 南伊勢町 6 伯耆町 2 牟岐町 3 南阿蘇村 1

川西町 4 丹波山村 1 紀北町 8 日南町 12 香川県 さぬき市 1 甲佐町 2

宮崎県
（27）

鹿児島県
（77）

沖縄県
（19）

鳥取県

島根県
（192）

福岡県
（33）

佐賀県
（23）

大分県
（86）

高知県
（97）

岡山県
（41）

広島県
（68）

熊本県

長崎県
（43）

北海道
(63)

岩手県
(45)

宮城県
(41)

秋田県
(16)

山形県
(56)

山形県

福島県
（27）

千葉県
(23)

新潟県
（115）

福井県
（9）

山梨県
（4）

長野県
（146）

熊本県
（16）

滋賀県
（44）

山口県
（53）

兵庫県
（140）

京都府
（24）

茨城県
(３)

栃木県
(４)

埼玉県
(12)

群馬県
(６)

岐阜県
（50）

静岡県
（20）

奈良県
（59）

和歌山県
（24）

鳥取県
（106）三重県

（131）
徳島県
（37）

集落支援員の活躍先

令和３年度 専任1,915名 兼任3,424名(3府県383市町村)
令和２年度 専任1,746名、兼任3,078名（3府県358市町村）
令和元年度 専任1,741名、兼任3,320名（4府県348市町村）
平成30年度 専任1,391名、兼任3,497名（3府県328市町村）
平成29年度 専任1,195名、兼任3,320名（3府県300市町村）

平成28年度 専任1,158名、兼任3,276名（4府県277市町村）
平成27年度 専任994名、兼任 3,096名（3府県238市町村）
平成26年度 専任858名、兼任 3,850名（5府県216市町村）
平成25年度 専任741名、兼任 3,764名（7府県189市町村）
平成24年度 専任694名、兼任 3,505名（6府県186市町村）

平成23年度 専任597名、兼任約3,700名（9府県149市町村）
平成22年度 専任500名、兼任約3,600名（13府県134市町村）
平成21年度 専任449名、兼任約3,500名（ 9府県113市町村）
平成20年度 専任199名、兼任約2,000名（11府県 66市町村）

表中の★は、県が実施

○支援員数 専任1,997名、兼任3,174名 自治体（３府県394市町村） （令和４年度特交ベース） ※表は専任のみ （人）
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5

地域運営組織とは

 地域の暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心と
なって形成され、地域内の様々な関係主体が参加する
協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、地域課
題の解決に向けた取組を持続的に実践する組織。

○○まちづくり協議会（組織形態の一例）

協議

• 地域課題解決に向
けた取組を実践

生活部会

交通部会

福祉部会

実行

• 地域課題を共有
• 解決方法を検討

総会
自治会、PTA、婦人会、
社会福祉協議会等が参加

買物支援

外出支援

声かけ・見守り

活動実態
令和４年度 総務省調査（市区町村：1,730市区町村が回答／地域運営組織：7,207団体が回答）

※概ね小学校区を単位に全国に7,207組織（令和４年度調査）

地域運営組織について

○団 体 数 ：令和４年度は地域運営組織が全国で7,207団体が確認され、令和３年度（6,064団体）
から1,143団体増加（18.8％増）し、平成28年度に比べて約２倍以上に増加。

○組織形態 ：法人格を持たない任意団体が90.9％、NPO法人が3.9％、認可地縁団体が2.3％

○構成団体 ：自治会・町内会が構成員となっている地域運営組織は78.2%と最も多く、
「地域の福祉活動に関わる団体、民生委員・児童委員」（58.7％）、
「地域の子ども・青少年育成に関わる団体」（50.6％）が続く。

○活動内容 ：祭り・運動会・音楽会などの運営（68.4％）が最も多く、交流事業（66.8％）、
健康づくり（60.2％）、防災訓練・研修（59.1％）などが続く。

○収 入 ：収入源のうち、「市区町村からの助成金・交付金等」が84.0％と最も多い。

○課 題 ：活動の担い手となる人材の不足（76.1％）が最も多く、団体の役員・スタッフの高齢化
（56.7％）、次のリーダーとなる人材の不足（56.2％）など人材に関するものが多い。

（複数回答）

（複数回答）

（複数回答）

（複数回答）



 人口規模別

※令和４年度 総務省調査（市区町村：1,730団体が回答）

 都市分類別

6

地域運営組織の形成状況 ～人口規模・都市分類別～

• 回答団体の都市分類別に「地域運営組織
がある」割合をみると、「中核市」が85.5％
と最も多くなっている。

• 「特別区」が26.1%と少なくなっているほか、
「町村」が33.9％と少ない。

• 回答団体のうち、地域運営組織の有無に
ついては、「ある」が853団体（49.3％）、
「ない」が877団体（50.7％）となっている。

• 人口規模別に「地域運営組織がある」
割合をみると、「30万人以上50万人未満」
が74.0％と最も多くなっている。

• 「5,000人以上１万人未満」「5,000人
未満」は３割未満と少ない。

49.3 

47.1 

74.0 

70.4 

64.0 

59.5 

48.4 

28.8 

27.4 

50.7 

52.9 

26.0 

29.6 

36.0 

40.5 

51.6 

71.2 

72.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,730]

50万人以上 [n=34]

30万人以上50万人未満 [n=50]

10万人以上30万人未満 [n=199]

5万人以上10万人未満 [n=250]

3万人以上5万人未満 [n=232]

1万人以上3万人未満 [n=448]

5,000人以上1万人未満 [n=243]

5,000人未満 [n=274]

ある ない

49.3 

52.6 

26.1 

85.5 

69.6 

68.8 

66.2 

33.9 

50.7 

47.4 

73.9 

14.5 

30.4 

31.2 

33.8 

66.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 [n=1,730]

政令指定都市 [n=19]

特別区 [n=23]

中核市 [n=62]

施行時特例市 [n=23]

市（10万人以上） [n=157]

市（10万人未満） [n=526]

町村 [n=920]

ある ない
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地域運営組織の主な活動

68.4
66.8

60.2
59.7
59.1

57.9
56.7

54.1
46.2
45.5

43.6
43.1

38.5
30.7

23.3
21.8

19.8
18.4
17.6

12.2
12.2
11.7
11.1
10.5
10.1
9.9
9.7

7.6
6.9
6.9
6.7
6.3
6.0

5.0
4.5

2.2
2.1
1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祭り・運動会・音楽会などのイベント
交流事業
健康づくり

地域の美化・清掃
防災訓練・研修

広報誌の作成・発行（Web媒体による情報発信等を含む）
高齢者交流サービス

文化・スポーツ
声かけ、見守りサービス

生涯学習
登下校の見守り
防犯パトロール

青少年の健全育成
地域の諸団体（自治会・集落を含む）の事務や活動の補助

地域の調査・研究・学習
公的施設の維持管理（指定管理など）

相談の場の確保
子育て中の保護者が集まる場の提供

子どもの学習支援、学童
弁当配達・給配食サービス

多文化共生
水路等の草刈りや泥上げ、農道等の補修

空き家や里山などの維持・管理
買い物支援（配達、地域商店の運営、移動販売など）

コミュニティバスの運行、その他外出支援サービス
家事支援（清掃や庭木の剪定など）

特産品の加工・販売（直売所の設置・運営など）
その他

農村景観の保全、鳥獣被害防止用の緩衝帯の設置
観光（観光施設の運営、観光体験など）

送迎サービス（学校、病院、その他高齢者福祉施設など）
子ども食堂の運営

農業
雪かき・雪下ろし

市町村役場の窓口代行
保育サービス・一時預かり

農地の一元的管理（栽培管理含む）
農業と福祉を組み合わせた活動

合計 [n=7,207]

• 祭り・運動会・音楽会などの運営（68.4％）
が最も多く、交流事業（66.8％）、健康づく
り（60.2％）、防災訓練・研修（59.1％）
などが続く。

※令和４年度 総務省調査（地域運営組織：7,207団体が複数回答）



• 小学校区域を単位とした「地域自主組織」

が各地で立ち上げられ、行政と市民とが

一体となった協働のまちづくりを推進。

• 交流センターの一画に、ミニスーパーを

開設し運営。生鮮食料品から日用品まで

幅広く商品を販売している。

• 交通手段を持たない住民向けの送迎サー

ビスなどの様々な活動を展開している。

波多コミュニティ協議会（島根県雲南市）

特定非営利活動法人きらりよしじまネットワーク
（山形県川西町）

• 高齢者のふれあいサロンや児童クラブ事業
など住民の生活支援活動を実施している。

• コンビニの休憩スペースを利用した産直朝市
を実施し、地元農産物の販売を積極的に行っ
ている。

• 住民ワークショップを実施し、女性や若者を
含む地域の様々な意見を集約し、事業計画
の企画立案に役立てている。

地縁法人錦生自治協議会（三重県名張市）

• 平成24年には、法律上の責任の所在を明
確化し、継続した活動基盤の確立を図る
ため、地縁法人（認可地縁団体）としての
認可を受けた。

• 高齢者のサロン事業や、不採算路線のた
め廃止が発表されたバス路線の運行委
託、小学校跡地を利用したキノコ生産・販
売の実施、放課後子ども教室など、様々
な事業に取り組んでいる。

特定非営利活動法人かみえちご山里ファン倶楽部
（新潟県上越市）

• 体験型学習施設である「地球環境学校」な

ど指定管理業務を受託している。

• 地域づくり活動を志す若者に向けて農作

業などの学びの場を提供することを目的

に、若者育成のための「里創義塾（りそう

ぎじゅく）」を開講している。

• 再生古民家カフェの「平左衛門（へいざえ

もん）」、宿泊施設の「霧山荘」を運営して

いる。

にしきお

地域運営組織の取組事例 参考
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住民ワークショップの様子

きらり産直市場 地球環境学校のアクティビティ

再生古民家「平左衛門」

送迎・外出支援（有償輸送）

「波多マーケット」店内の様子

はた

生産されるキノコ「にしきおっ子」



主な取組と地域運営組織の形成数

H25 ～ H27 H28 ～ H30 R1 ～ R3 R4 ～ R6 [年度]

<H30> 4,787団体
［711市区町村］

<R2> 5,783団体
［802市区町村］<R1> 5,236団体

［742市区町村］

<R3> 6,064団体
［814市区町村］

<R6> 7,000団体
（KPI）

凡例：矢印上の記載
<年度>地域運営組織の数［地域運営組織が形成されている市区町村の数］

<R1～R2>
自治体職員向けの
地域別研修会の開催
R1:青森県、石川県、和歌山県
R2:岩手県、山梨県、愛知県、

鹿児島県

<R4>
質的向上に向けた検証開始
（現地ヒアリング、ワークショップ等）

<R4> 7,207団体
[853市区町村]

在り方に関する調査 形成・運営方策の検討 形成促進

質的向上

<H29> 4,177団体
［675市区町村］

<H28> 3,071団体
［609市区町村］

<H29>
形成や外部人材の
活用に向けた
アドバイザー
（委員）を派遣

■ R4～R6の取組
３年間で質的な前進を図るとともに、
地域運営組織が形成されている市区町村
が全体の約半数程度にとどまるため、
引き続き形成促進の取組を継続

• H25年度から、学識者、
NPO等の構成員、行政職
員からなる研究会を立ち
上げ

• 地域運営組織や自治体の
事例を調査し、横展開

• H28年度から、市区町村
及び地域運営組織に対す
る実態把握調査を開始

<H28>
地域住民向け
研修用テキストを
作成・配付

<H25～H27>
• 地域運営組織の定義づけ
• 現状・課題の整理・分析

<R1>
市町村職員等向け「ワーク
ショップ手法」を活用した
話し合いのすすめを作成・配付

<H28>【①②の創設】
①事務局運営、形成の支援
②事業活動の支援

<R1>【③の創設】
①事務局運営、形成の支援
②事業活動の支援
③経営力強化の支援

<R4>【②の拡充】
①事務局運営、形成の支援
②事業活動の支援（孤独・孤立対策の追加）
③経営力強化の支援

調査研究事業

地方財政措置

『第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」』
（令和元年12月20日閣議決定）
重要業績評価指標（KPI）
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地域運営組織の形成及び持続的な運営に要する経費 R５予算額：３１百万円
（R４当初予算額：１８百万円）

地域運営組織の多機能化等に関する取組の推進
• 地域コミュニティの維持・強化に向け、自治体の効果的な庁内連携や、地域運営組織による声かけ・見守り
など住民同士の「互助」の機能を強化する「地域共生社会」づくりのモデル実証を行う。

• 地域運営組織の形成及び持続的な運営の向けた取組を後押しするため、全国セミナー（仮称）を
開催し、地域運営組織の必要性を広くアピールするとともに、自治体関係者、関係団体等の学び、
交流及び先進事例発表の機会を創出。

調査研究事業

全国セミナー（仮称）

10

◆以下取組を通じ、形成されている市区町村数の増加を目指すとともに、地域運営組織の多機能化等を図る。



＜令和４年度＞ ※孤独・孤立対策として下線を対象経費に追加

１．住民共助による見守り・交流の場や居場所づくり等への支援【市町村】
地域運営組織の運営支援や住民共助による見守り・交流の場や居場所づくり等への支援に要する経費

（１） 地域運営組織の運営支援

① 運営支援（措置対象：事務局人件費 等）…普通交付税
② 形成支援（措置対象：ワークショップ開催に要する経費 等）…特別交付税

（２） 住民共助による見守り・交流の場や居場所づくり等への支援
（措置対象：高齢者交流、声かけ・見守り、買物支援、弁当配達、登下校時の見守り、
交流事業（子育て、親子、多世代）、子ども食堂、学習支援、相談の場に要する経費 等） …普通交付税

※１は、R3年度「地域のくらしを支える住民共助の仕組みづくりの推進」から項目名変更を行うこととしている。
※(1)①及び(2)において、普通交付税算定額を上回る経費について、特別交付税による措置を講ずる。

２．地域運営組織の経営力強化支援【都道府県及び市町村】
自主事業の実施による収入の確保等地域運営組織の経営力強化に要する経費
（措置対象：研修、設備導入、販路開拓に要する経費 等） …特別交付税
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地域運営組織に設立・運営に関する地方財政措置（概要）



五．「地域力創造施策に係るデジタル化」関係資料

別添２



自治体DX推進計画等の概要

自治体DX推進計画（2022.9改定） 自治体DX推進手順書（2023.1改定）
■自治体DX全体手順書（2023.1改定）

・ DXを推進に必要と想定される一連の手順を0～3ステップで整理
ステップ0：認識共有・機運醸成
ステップ1：全体方針の決定
ステップ2：推進体制の整備
ステップ3：DXの取組みの実行

■自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書（2023.1改定）
・ 自治体情報システムの標準化・共通化の意義・効果や、自治体に

おける作業手順等を示すもの

■自治体の行政手続のオンライン化に係る手順書（2023.1改定）
・ 自治体の行政手続のオンライン化の取組み方針や、自治体における

作業手順等を示すもの

■参考事例集
・ DXの認識共有・機運醸成、推進体制の整備、個別のDXの取組み等に

ついて、先行する自治体の事例を集めたもの

■重点取組事項（※）自治体の業務システムの改革
① 自治体情報システムの標準化・共通化

・ 2025年度までに基幹系20業務システムを標準準拠システムへ移行
② マイナンバーカードの普及促進

・ 2022年度末までにほぼ全国民に行き渡ることを目指し申請・交付促進等
③ 行政手続のオンライン化

・ 住民に身近な31手続をマイナポータルでオンライン手続可能に
④ AI・RPAの利用推進、⑤ テレワークの推進

・ ②、③による業務見直しなどに併せ導入・活用を推進
⑥ セキュリティ対策の徹底

○ 『デジタル・ガバメント実行計画』（R2.12）の各施策のうち、自治体が重点的に取り組むべき事項や国の支援策等を取り
まとめ、令和2年12月に計画を策定。その後、『骨太の方針2022』において「自治体DX計画改定により、…地方自治体
におけるデジタル化の取組を推進する」とされたことを受け、『デジタル社会の実現に向けた重点計画』『デジタル田園都市国
家構想基本方針』（令和4年6月閣議決定）において国が掲げる理念や支援策等を盛り込む改定を実施。

○ また、「地方公共団体情報システム標準化基本方針」（同10月閣議決定）等の策定や、デジタル人材の確保・育成に
関する自治体の取組状況を踏まえ、令和5年1月、自治体DX推進手順書のバージョンアップを実施。

自治体DX推進計画の趣旨

地域社会のデジタル化に係る参考事例集（2022.9改定）

○ これから事業に取り組む団体の参考となるよう、各団体の事業概要を写
真やイラストとともにまとめたもの。令和4年9月、取組に至った経緯・課題
意識、活用した国等の支援制度等を盛り込むバージョンアップを実施。

※計画期間:2021.1～2026.3

1

■自治体におけるDXの推進体制の構築
① 組織体制の整備（全庁的・横断的な推進体制）
② デジタル人材の確保・育成
③ 計画的な取組み（スケジュール策定等）
④ 都道府県による市区町村支援

■自治体DXの取組とあわせて取り組むべき事項
① デジタル田園都市国家構想の実現に向けたデジタル実装の

取組の推進・地域社会のデジタル化
② デジタルデバイド対策
③ デジタル原則に基づく条例等の規制の点検・見直し



自治体ＤＸ・地域社会のデジタル化に関する
各種支援策

～財政支援・事例の横展開～

2



地域社会のデジタル化に係る取組への代表的な財政支援

○ 「デジタル田園都市国家構想基本方針」等を踏まえ、「地域デジタル社会推進費」について事業期間を延長（令和5～7年
度）するとともに、マイナンバーカード利活用特別分として500億円増額（令和5～6年度）

○ 「まち・ひと・しごと創生事業費」を「地方創生推進費」に名称変更した上で、これと地域デジタル社会推進費を内訳として、「デ
ジタル田園都市国家構想事業費」（1兆2,500億円）を創設

１ 地域デジタル社会推進費等（地方交付税措置）

２ デジタル田園都市国家構想交付金＜デジタル実装タイプ＞

＜地域が抱える課題のデジタル実装を通じた解決の取組（想定される例）＞

○ デジタルを活用した意欲ある地域による自主的な取組を応援し、「デジタル田園都市国家構想」を推進するため、デジタルを活用
した地域の課題解決や魅力向上の実現に向けた地方公共団体の取組を交付金により支援

【予算額】 令和4年度補正一般会計：400億円 【KPI】 デジタルの実装に取り組む地方公共団体：1,000団体（2024年度末）

3

・ 高齢者などの住民を対象としたデジタル活
用支援

・ デジタル技術を活用した観光振興や働く
場の創出など魅力ある地域づくり

・ 地域におけるデジタル人材の育成・確保

・ 条件不利地域等におけるデジタル技術を
活用したサービスの高度化

・ 中小企業のデジタルトランスフォーメーション
支援

・ デジタル技術を活用した安心･安全の確保

＜各TYPE等のマイナンバーカードの交付率の評価の考え方＞＜全体像＞

※出典：内閣官房・内閣府総合サイト 地方創生
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/policy/policy1.html

53.9%



地域デジタル基盤活用推進事業

デジタル技術を活用して地域課題の解決を図る地方公共団体や地域の企業・団体などの取組に対して、

①導入・運用計画の策定、②新しい通信技術などを活用した先進的なソリューションアイデアの実用化（社会実証）、

③地域の通信インフラの整備などを総合的に支援します。

令和４年度第２次補正予算額：２０．０億円

令和５年度当初予算（案）：１．４億円

ローカル５Ｇ：地域や産業の個別のニーズに応じて、地方公共団体・企業等様々な主体が、自らの土地内で柔軟に構築できる５Ｇシステム。
LPWA： 省電力・広カバレッジを特徴とする無線通信技術の総称。

①計画策定支援

デジタル技術を活用し て地域課題の
解決を図るた めの導入 ・運用計画策定、

推進体制の構築な ど を
専門人材が支援し ます 。

【支援先団体の費用負担はありません 】

何から着手
すれば良いか
わからない…

費用対効果を
高めたい…

地域のステーク
ホルダーと連携
して、持続可能
な推進体制を
構築したい

コンサルティング

ロー カ ル５ G をは じ め とす る
新 し い通信技術な ど を活用 して

地域課題の解決を図る

先進的な ソ リ ュ ー シ ョ ン ア イ デアの
実用化に向け た社会実証

を実施 し ます 。

【定額】
（ 対 象 と な る 実 証 経 費 の 全 額 ）

新しい ソ リ ュ ー シ ョ ン ア イ デ アの実用化
②実証事業

デジタル技術を活用し て
地域課題の解決を図る ために

必要な通信イン フ ラ や周辺機器など

の整備を支援し ます 。

【補助率 1 / 2 】

※ ロ ー カ ル ５ Ｇ 、 W i - F i 、 L P W A な ど の

無 線 通 信 イ ン フ ラ が 支 援 対 象 で す 。

地域の通信インフラの整備
③補助事業

関連webサイト https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/digital_kiban/index.html4



「地域社会のデジタル化に係る参考事例集【第2.0版】」 概要
地域の個性を活かした地方活性化を図り、地方から国全体へのボトムアップの成長を実現する「デジタル田園都市国家構想」の

推進には、各自治体の創意工夫を活かしたデジタル実装の取組を促す必要

事業分野一覧（20分野）

1 地域活性化 11 観光

2 住民生活 12 交通

3 消防・防災 13 土木・インフラ

4 医療・福祉・健康 14 文化・スポーツ

5 子育て 15 教育

6 公衆衛生 16 デジタルデバイド対策

7 環境 17 地域における
デジタル人材の育成

8 労働 18 孤独・孤立対策

9 農林水産業 19 キャッシュレス

10 商業・工業 20 ローカル５Ｇ

イメージ（掲載事例抜粋）
２ 住民生活： 買い物弱者支援のためのドローンを活用した物流システムの構築【長野県伊那市】

○ 各自治体の事業担当部局が、地域社会のデジタル化に係る事業を検討・実施する際に参考となるような事例を掲載した
「地域社会のデジタル化に係る参考事例集」を公表し、各団体に周知（令和３年12月）

○ 更なるデジタル実装の取組を促すため、取組に至った経緯や課題認識、同様の取組を検討する他団体へのアドバイス等の追記
など事例の深掘りを行い、「地域社会のデジタル化に係る参考事例集【第2.0版】」 （20分野、200事例）としてバージョンアップ
（令和4年9月）
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○ 京都市は、令和3年度に中山間地域における地域
連携・テレワーク拠点として京北地域の小学校跡地を
利用し、京都里山ＳＤＧｓラボ「ことす」を整備した。

○ 「ことす」は、同年8月末に先行オープンしたテレワーク
エリアと11月末にオープンしたクリエイティブエリアの2つの
エリアで構成される地域住民・大学・企業等の共創や
協働を生み出すテレワーク環境完備の施設である。

○ 特に、クリエイティブエリアでは、京北地域の豊富な木
材資源や元小学校という施設の特性を活かして、旧
図工室を木材加工スペースに、旧家庭科室を料理教
室のできるスペースに、旧音楽室を
撮影などが可能なＤＸスタジオにす
るなどの工夫を凝らして用途を広げ
た。地域の賑わいを創出することで、
京北地域をはじめとする中山間地
域の持続的発展を目指している。

事業の概要

【参考情報①】 人口：144.9万人
関連ＵＲＬ： https://www.kotos-kyoto.jp/ （ことす公式HP）

【参考情報②】地方創生テレワーク交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：
https://www.chisou.go.jp/sousei/about/mirai/pdf/teleworkkouhukin_g
aiyou210510.pdf

令和３年度事業費 91,000千円
（うち、地方創生テレワーク交付金（内閣府） 68,250千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（京都市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか？

08 廃校になった小学校跡地を活用し地域のテレワーク拠点を整備【京都府京都市】

小学校跡地の活用方策として、地域住民や京都超
SDGsコンソーシアムとの連携により、テレワークやワーケー
ション等の新しい生活様式や里山回帰といった機運の高
まりを踏まえ、地域の持続可能性の向上につなげていく
ための拠点の設置という構想が生まれました。

サテライトオフィス等の整備・運営や企業の進出支援
等に当たっては、令和3年度に内閣府の地方創生テレ
ワーク交付金（68,250千円）を活用しました。

事業の近況を教えてください。

現在，貸オフィスには５社が入居しており、地元企
業との連携事業の創出につながっています。また、毎月
第４土曜日には、山間地域の活性化や資源循環を
テーマに「京北めぐる市」を開催しており、地域内外から
たくさんの人が訪れ、大いに賑わいを見せています。

★担当：京都市文化市民局 地域自治推進室★
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○ 江戸川区では、令和3年度からアプリを活用し、地
域で困っている人とボランティアのマッチングに取り組むモ
デル事業を実施している。

○ 町会・自治会等の困りごとを地域共生社会構築の
拠点である「なごみの家」が登録し、アプリをインストール
しているボランティアに情報が届く仕組みである。

○ 情報を受け取ったボランティア
が、アプリから応募することで町
会・自治会等とのマッチングが
成立する。会員の減少に悩む
町会・自治会等がこの仕組み
を活用し、ボランティアの力を
借りて地域の清掃活動を行う
など、住民等に身近な仕組み
となっている。

事業の概要

【参考情報】 人口：69.6万人
関連ＵＲＬ： －

令和３年度事業費 5,000千円

地域共生社会構築の拠点である「なごみの家」を
受託する地元事業者が、日頃接する町会・自治会の
担い手不足の声や、ボランティアに興味を持つが踏み
切れない若者を見て、これらをマッチングして地域を
活性化させたいとの強い想いと区の地域共生社会を
実現したい思いが一致したことから、この取組が実現
しました。

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか？

10 アプリを活用し、町会・自治会等と地域のボランティアをマッチング【東京都江戸川区】

チラシ

人材のマッチングや社会参加への支援といった切り
口で補助金の活用を検討していますが、令和３年度
の補助金の活用はありませんでした。

（総務省）

住民の反応（声）はいかがですか。

この事業により、町会・自治会の美化活動のボラン
ティアに初めて参加した中学生から、多世代との交流
や美化活動に参加できたとの喜びの声が聞かれました。
また、若者とのきずなを喜ぶ熟年者の声もありました。

（江戸川区）

★担当：江戸川区福祉部 福祉推進課★

7



33 買い物弱者支援のためのドローンを活用した物流システムの構築【長野県伊那市】

○ 伊那市は、免許返納等で買い物が困難な住民をサ
ポートするため、地元スーパーの商品をドローンで配達
する「ゆうあいマーケット」を令和2年8月から展開してい
る。サービスの利用料は月額1,000円のサブスクリプ
ション制となっている。

○ 利用者は、自宅のケーブルテレビのリモコンで商品を
注文し、購入代金はケーブルテレビの利用料金に加算
されて引き落とされるキャッシュレス対応となっている。

○ 商品は、ドローンにより近くの公民館に届けられ、集
落支援員等が利
用者宅まで手渡す
こととしており、利用
者の安否確認や見
守りも行うことができ
るように工夫している。

事業の概要

【参考情報①】 人口：6.7万人
関連ＵＲＬ：https://www.mcpc-jp.org/award2021/ 

（「MCPC award 2021」総務大臣賞）

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html

令和３年度事業費 39,481千円

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（伊那市）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

少子高齢化や人口減少に伴う「買い物弱者の増加」や「物
流機能の低下」といった地域課題に対し、デジタル技術の導
入による解決策を検討した結果、自律飛行ドローンを活用し
た官民連携の買い物支援という構想に行きつきました。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか？

安全なドローン物流のための航路としての河川上空の開発や
買い物支援サービスの事業化に当たっては、内閣府の地方創生
推進交付金（平成30年度から３年間）を活用しました。また、
ケーブルテレビ・プラットフォームは、総務省のデータ利活用型ス
マートシティ推進事業（令和元年度）を活用することにより、オ
ンデマンドタクシーの呼出しや遠隔地見守りとしても利用いただい
ています。

デジタル技術の導入やスマートシティの構築自体を目的とす
るのではなく、地域が抱える課題解決の手段として、民間事業
者等と協力して進めることが必要です。課題の抽出や事業者
との調整は、技術の導入よりも時間をかけて丁寧に行うことが
重要ではないでしょうか。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いしま
す。

★担当：伊那市企画部 企画政策課★
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○ 矢掛町では、認知症の人が安心して出歩くことがで
きる地域づくりを目指し、認知症の人の生命と安全の
確保及び介護者の介護負担を軽減することを目的に、
小型GPSが内蔵された靴の購入における費用の一部
補助（償還払い）を実施している。

○ 対象者がGPSを内蔵した靴を履くことで、家族等が
スマートフォンから位置情報をもとに対象者を捜索でき
る仕組み。

○ 万が一、対象者が行方不
明となった際は、家族が早期
に発見することができる。さらに
必要に応じて警察に情報を提
供をする事で、捜索への活用
が可能となる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：1.4万人
関連ＵＲＬ： －

【参考情報②】地域支援事業交付金（厚生労働省）とは
ＵＲＬ：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000184585.html

令和３年度事業費 60千円
（うち、地域支援事業交付金（厚生労働省） 23千円、
地域支援事業交付金（岡山県） 12千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（矢掛町）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか？

58 小型GPSを内蔵した靴による認知症見守り【岡山県矢掛町】

広報やかげ ７月号

住民の反応（声）はいかがですか？

従来、ペンダント型のGPSを使用した認知症高
齢者等の見守りを実施していましたが、利用者が
持ち歩くことが難しい等の課題がありました。そこで、
令和元年度から、小型GPS内蔵靴による見守り
支援を促進していく事になりました。

小型GPS内蔵靴購入費補助金については、
地域支援事業 任意事業 家族介護支援事業と
して位置付けており、地域支援事業交付金を活
用しています。

「今まで散歩に行ったまま帰って来ない事が度々
ありましたが、GPS内蔵靴の利用を開始してから
は、無事発見できるようになりました。これからもこ
の靴を履いてもらうようにします。」とのお声をいただ
いています。

★担当：矢掛町福祉介護課 地域包括支援センター★
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○ 埼玉県では、介護負担の軽減や介護サービスの向
上等を目的として、介護現場におけるICT等の導入を
促進しており、介護保険が適用される介護事業者に
対して、令和2年度から「ICT導入支援モデル事業」を、
令和3年度から｢スマート介護施設モデル事業」を実施
している。

○ 「ICT導入支援モデル事業」は、介護現場における
ICTの導入経費を補助し、導入した機器等の活用に
ついて、ICTと介護の両方に詳しいアドバイザーを派遣
することにより、支援を行う事業である。

○ また、「スマート介護施設モデル
事業」は、既にICTを導入している
事業所において、運用方法等に関
する長期の支援を行うことにより、
モデルケースを作り、県内に展開して
いくことを目指すものである。

事業の概要

【参考情報①】 人口：739.4万人 関連ＵＲＬ：
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0603/kaigo-net/ict/dounyushien.html
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0603/kaigo-
net/ict/smartkaigomodel.html (県HP)

【参考情報②】地域医療介護総合確保基金（厚生労働省）とは

ＵＲＬ：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000060713.
html

令和３年度事業費 13,676千円
（うち、地域医療介護総合確保基金（厚生労働省） 9,000千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（埼玉県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか？

59 介護現場におけるICTの導入・活用を段階に応じて支援【埼玉県】

タブレット端末を活用

介護需要が高まる一方、介護人材の大幅な不足
が見込まれており、介護施設における生産性の向上
は喫緊の課題です。そこで、ICTなどのテクノロジーを
効果的に活用して介護の質の向上を図るとともに、
職員の負担軽減や働きやすい介護現場の普及を促
進していくことが必要だと考え、ICT導入・活用の支
援を実施することを決めました。

ICT導入支援事業及びスマート介護施設モデル事
業の実施にあたり、厚生労働省の「地域医療介護
総合確保基金」を活用しました。

「ICT導入支援モデル事業」では、令和2年度に4
事業所、令和3年度に3事業所に対し支援を実施し
ました。モデル事業所からは、記録業務にかかる時間
の半減等の成果が報告されています。
また、「スマート介護施設モデル事業」では、令和3

年度にモデル施設２施設がICT等を活用した業務
改善を実施し、職員の負担軽減を実現しました。

事業の近況を教えてください。

★担当：埼玉県福祉部 高齢者福祉課★
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○ 練馬区では、区民等が専用のアプリを活用すること
により、地域の不具合を区に連絡する「ねりまちレポー
ター制度」を実施している。

○ 区民等は街灯の不点灯、公園遊具の破損、道路
の陥没、ゴミの不法投棄などを発見した場合には、スマ
ホで現場を撮影し、専用アプリ「ねりレポ」に投稿する。

○ 区は、投稿内容を元に現場確認し、修繕等の対応
を行い、対応結果を投稿者にメールで通知する。また、
投稿内容と対応結果を、「ねりレポホームページ」で公
開している。

事業の概要

【参考情報】 人口：73.9万人
関連ＵＲＬ：https://nerirepo.jp/ （区ねりまちレポーターHP）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（練馬区）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

ICTを活用して、地域の一人ひとりの気づきを
ダイレクトに地域の改善に活かすことができれば、
区民と区との協働によるまちづくりが進むのではな
いかと考え、本制度を導入しました。現在では約
2000人のレポーターが登録しています。

レポーターの投稿の中で最も多い内容はどのようなものです
か？
月平均で約80件の投稿があり、街路灯の不

点灯に関する投稿が最も多いです。区役所の
閉庁している夜間に、いち早く気付いたレポー
ターから投稿をいただきます。区の点検よりも早く
投稿いただけることも多く、区としても非常に助
かっています。

区が行う維持管理のための巡回点検だけでは
不具合を発見して修繕等を行うまでに時間が掛
かることがあります。レポーターからの投稿により、
区全域の不具合を適時に把握し、迅速な修繕
等が可能になります。ぜひご検討ください。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願
いします。

134 住民等が専用アプリにより道路や公園遊具の破損等を自治体に連絡【東京都練馬区】

令和３年度事業費 2,227千円

★担当：練馬区区長室 広聴広報課★
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事業の概要

【参考情報①】 人口：106.8万人
関連ＵＲＬ：
https://www.pref.miyazaki.lg.jp/sangyoseisaku/kense/chotatsu/2022
0510184329.html （県HP）

【参考情報②】地域活性化雇用創造プロジェクト（厚生労働省）とは
ＵＲＬ：
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000139406.html

令和３年度事業費 20,311千円
（うち、地域活性化雇用創造プロジェクト交付金（厚生労働省）
20,311千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（宮崎県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか？

178 地域密着型のＩＴ人材育成【宮崎県】

○ 宮崎県は、新型コロナウイルス感染症の影響によ
る離職者等の支援と、県内のIT人材不足を解消す
るための取組として、”ITスキル習得”と”県内IT企業
等への就職支援“を一貫して行う事業を展開した。

○ “ITスキルの習得”については、県内IT企業等に事
前調査を行い、県内IT企業等の求めるニーズに合わ
せた複数のコースの中から、利用者が地理的・時間
的制約を受けずに受講できるようオンラインを主体とし
た講座を実施し、令和３年度は83名が受講した。

○ “県内IT企業等への就職支援”については、県内
IT企業等に事業の趣旨を周知し、賛同をいただいた
企業と連携して会社説明会、インターンシップを実施
した。また利用者に対して定期的な面談を行い、IT
スキルの習得や、就職に対するモチベーションの維持
にも取り組んだ。

令和２年度は内閣府の新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金を活用し、令和３年度からは
厚生労働省の地域活性化雇用創造プロジェクト交付
金を活用して運用しています。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いしま
す。

Society5.0やDXなどの社会変革の加速化に伴う県
内IT業界の恒常的な人材不足と、新型コロナウイルス
感染症の影響による離職者等の増加といった2つの課題
の解決策として、ITスキルの習得と県内IT企業等への
就職支援を一貫して行う事業を実施しました。

求職者がどういった方々なのか、企業はどのようなスキ
ルを持った人材を求めているのかしっかりと事前調査を行
い、具体的なイメージを持って的確な支援を行うことが
重要だと考えています。また、事業に協力してくれる企業
および利用者が出来るだけ多く集まるよう、ターゲット層
を意識した広報活動も大切です。

★担当：宮崎県総合政策部 産業政策課★
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○ 自動車に依存した社会である地方都市における
公共交通は、交通手段分担率が低迷しており、運転手
不足や運用コスト負担という課題が存在。

○ そこで、中央前橋駅前ロータリー及び試験路をローカル
5Gエリア化し、自動運転バスの「複数台運用」及び「遠
隔監視・操作・操縦」の実証を実施。

【参考情報①】 人口：33.5万人
実証地域：群馬大学、上毛電鉄中央前橋駅
実施体制（コンソーシアム）：一般社団法人ICTまちづくり共通プラットフォー
ム推進機構、前橋市、日本電気㈱、日本モビリティ㈱、群馬大学

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

導入又は実証時において、国又は都道府県の支援制度
（人的支援や技術提供、補助金等）を活用しましたか？

198 ローカル5Gを活用した遠隔型自動運転バス社会実装事業【群馬県前橋市】

本事業は、総務省の令和３年度「課題解決型ロー
カル５Ｇ等の実現に向けた開発実証」事業を活用して
実施しました。

事業の概要

前橋市では、令和3年6月に「前橋市地域公共
交通計画」を策定し、「公共交通による、まちなかの
回遊性の向上」を目指していますが、路線バスの
運転事業者のドライバー不足、運用コストの低減が
課題となっています。その解決策として、ローカル５Ｇを活用した
遠隔型自動運転バス社会実装事業を行いました。

（前橋市）

事業の近況を教えてください。

本実証成果の実装に向けては、通信設計の更なる
最適化、自動運転技術の向上、法制度等課題への
対応が必要だと考えています。令和4年度以降、
ローカル5G装置の仕様等について継続検討しながら、
一部路線におけるレベル3自動運転の運行の実施等段階的な
実装を目指しております。自動運転バスが社会実装されることに
よって、市としての公共交通施策である「MaeMaaS」の推進に
大きく寄与するものと考えています。

伝送情報：カメラ映像等（走行状況を把握するための車内外情報）

伝送情報：カメラ映像等（特に自動運転車両の死角）

遠隔管制室

ローカル５Ｇ基地局路側センサ

ＵＥ

路側ー遠隔管制室間

車両ー
遠隔管制室間自動運転バス

 ローカル5Gによりセンサ情報と高品質カメラ映像の伝送が可能
⇒運行に必要な情報の質の改善に寄与

 AI等により「必要な時に必要な情報を必要な分だけ」伝送が可能
⇒遠隔監視者の監視効率改善により、安全性向上に寄与

 ローカル5Gによりセンサ情報と高品質カメラ映像の伝送が可能
⇒死角の軽減寄与、走行の安全性向上に寄与

＜車両－遠隔管制室間の情報伝送＞

＜路側－遠隔管制室間の情報伝送＞

【参考情報②】令和３年度「課題解決型ローカル５Ｇ等の実現に向けた
開発実証」事業（総務省）とは
ＵＲＬ：https://go5g.go.jp/carrier/令和３年度ローカル５ｇ開発実証報告書/ 令和３年度事業費 －千円

★担当：前橋市未来創造部 交通政策課
：(一社)ICTまちづくり共通ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ推進機構 交通サービス担当★
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地域住民が自ら情報発信していくため、世代間交流を含めたスマホ教室を定期的に開催している。楽しみながら学べる環境を整備したことで、地域の活動に参
画するきっかけにつながっている。

くにさき地域応援協議会　寄
よ

ろう会
え

地域づくり支え合い活動共通WEBサイト“国東つなが
る暮らし”（海・山・川・歴史・そして繋がる人々の暮らし）

共通WEBサイト“国東つながる暮らし”トップページ

総務大臣賞

大分県国
くに

東
さき

市
し

大分県 国東市（くにさきし）
団体名▶くにさき地域応援協議会寄ろう会
所在地▶〒873-0503 大分県国東市国東町鶴川149番地
連絡先▶TEL：0978-72-5189　（国東市高齢者支援課）

FAX：0978-72-5171
E-mail：koureisien@city.kunisaki.lg.jp
URL：https://yoroue.com/

【交通のご案内】
自動車▶大分空港道路（終点：安岐交点）から約20分
鉄　道▶JR杵築駅から車で約40分。または杵築駅バスターミナルよ

り大分交通「国東」行きに乗車し約１時間。
飛行機▶大分空港から約15分

寄ろう会では、各団体の代表が集まり、情報共有・
課題等を協議している。

支え合い活動（居場所づくりから誕生した生活支援）

共通WEBサイト“国東つながる暮らし”ポスター

●国勢調査人口 （単位：人）

市町村名 昭和35年 昭和 55年 平成 12年 平成 22年 平成 27年 令和 2年
国東市 58,786 40,504 35,425 32,002 28,647 26,232

●人口増減率 （単位：％）

市町村名 R2/S35 R2/S55 R2/H12 R2/H22 R2/H27
国東市 -55.4 -35.2 -26.0 -18.0 -8.4

●高齢者・若年者比率（R2年） （単位：％）

市町村名 高齢者比率 若年者比率
国東市 43.1% 9.5%

大分県国東市大分県国東市

D
A
T
A

　国東市では住民同士の支え合い活動（居場所づくりや生活
支援）を基幹事業に、生活圏域毎で地域づくり支え合い活動
を住民主体で進めており、平成 30年 3月より市内全域の
情報共有を目的に本団体が設立された。
　地域住民が主体となり、スマホ教室など情報発信を楽しみ
ながら学べる環境づくりを創出し、スマホ教室がきっかけと
なり、これまで地域づくりに消極的な地域も積極的に参画す
るよう変化してきている。また、『誰ひとり取り残さない、
人に優しいデジタル化』の実現に向けて、SNSインスタグ
ラムを活用した地域づくり支え合い活動共通WEBサイト
“国東つながる暮らし”を制作・公開している。
　地域づくり支え合い活動の可視化によって、現在は、いつ
までも誰もが安心して生活がおくれるよう、高齢・過疎化が
進む中でスマホ取扱いデジタル対策に向けて買物支援や移動
支援、通院支援、防災などで SNS等を含めた情報の一括管
理が行えるシステムづくりについても検討をしており、多方
面での効果が期待される取組を行っている。

　大分県国東市の「くにさき地域応援協議会寄ろう会
え

」は平成 28年か
ら平成 29年の準備期間を経て、平成30年に本格的にスタートした団
体である。「よろうえ」は国東市の方言で「あつまろう」の意味。その
主な目的は、国東市で地域づくりを実践している 12の団体が集まり、
国東市全域で地域づくりを応援していこうというものだ。また、「くに
さき地域応援協議会寄ろう会

え

」の進行とともに、令和 2年にはこれま
で地域おこし協力隊であった人や、積極的に地域づくりを支援していた
人たちによる「地域支援サポーター」が制度として登場し、若い世代が
混じり、各地域の活動の展開と横のつながりを広げていく効果がもたら
されるようになった。
　地域づくり支え合い活動共通WEBサイト「国東つながる暮らし」は、
このような立体的な関係性のなかからニーズが見つけられ、2021年 4
月に誕生したローカルメディアである。大きな狙いとしては「情報共有
と情報発信」「モチベーションの維持」「自主財源の確保」「移住促進」
等が挙げられるが、現地を訪れて、特に要点である「高齢者にインター
ネット、スマートフォンに親しんでもらう」が非常に効果を表している
と感じた。
　竹田津地区公民館で行われていた「スマホ教室」では、男女20名程
の地域の高齢者の方がスマートフォンを片手に熱心に操作を学び、ま
た、互いに教え合っている姿が印象的だった。「孫とラインができるの
が楽しみ」「娘に教えてもらうのがよいコミュニケーション」「画像や映
像で畑や田んぼの現在の様子を共有できて便利」などといった意見と成
果が聞け、高齢者の地域の日常に SNSやデジタルが自然に溶け込んで
いた。特にインスタグラムの利用率と投稿率の頻度にはすばらしいもの
がある。日々、それぞれの地域のいまを、穏やかに伝えてくれ、すべて
地元の高齢者の方を中心とした、土地を愛するメッセージにあふれてい
る。これ以上の良質で本質的な発信はなかなかない。国が進めているデ
ジタル田園都市国家構想のひとつの自主的なお手本と言ってもいいだろ
う。「誰もが地域で幸せに暮らせる」という、先のウェルビーイングま
で見据えられているローカルデザインだと思う。
　「国東つながる暮らし」は各種イベントによる関係人口の拡大や EC
サイトでの地域経済の向上の仕組みも実装され、今後のウィズコロナの
状況もよく勘案されている。国東のそれぞれの地域の自主性と自律性が
メディアから立ち起こり、より協創的なコミュニティへと発展していく
この伸びやかさに、今後も期待している。

取組の詳細は、下記をご参照ください。

WEBサイト： 紹介映像：

◆評価のポイント

◆事例の概要
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NFT技術を活用し、デジタルアートを電子住民票として発行【新潟県長岡市旧山古志村地区】

 「山古志電子住民票」（Nishikigoi NFT）を発行し、地域外からの登録/参画を募り、デジタル関係人口を巻き込んだ地
域づくりを展開

 活動費用をNFTの販売収益という自主財源でカバー

事業の概要

〇 「現実の山古志地域」と「デジタル空間上の山古志村」とで、新しい共同体「仮想山古志村」を形成。居住の
有無に関わらず、山古志の文化や歴史をはじめとした価値観を共有する人々を地域を創る「住民」として位置付
け、今後の地域づくりを目指す。

〇 NFT保有者（デジタル村民）は、デジタル空間上での交流やリアル帰省に加え、「デジタル村民総選挙」での
投票を通じて、山古志地区の活性化に自律的に関与。 （山古志DAO）

出典元：長岡市ホームページ－市政－まちづくり https://www.city.nagaoka.niigata.jp/shisei/cate08/file/inobetiku-06.pdf
Nishikigoi NFT https://nishikigoi.on.fleek.co/

山古志住民会議

山古志DAOのイメージ

（関係人口）

長岡市

NFT（電子住民票）発行

「デジタル村民総選挙」等を通じた参画

交付金

※DAO（分散型自立組織）
組織に参加するメンバーが主体的に管理・運営を行う組織のこと。
管理者やリーダーなどの役割を有するものが存在せず、参加メンバーの投票によっ
て組織の意思決定がなされる点に特徴がある。

図１:山古志デジタル村民総選挙

図２:Nishikigoi NFT デジタルアート

※NFT（非代替性トークン）
ブロックチェーン上で発行される、代替が不可能
なトークンのこと。言い換えるならば「他に替えの
効かない世界で一つだけのデジタル資産」。
NFTの登場により、デジタルアートに対して資産
価値を付与することが可能となった。

15

https://www.city.nagaoka.niigata.jp/shisei/cate08/file/inobetiku-06.pdf
https://nishikigoi.on.fleek.co/


15

【鳥取県】

 メタバース空間内での情報発信を通じて「メタバース関係人口」を創出することを主な目的
として「メタバース課」を設立し、「AIアバター職員」も採用

事業の概要

〇 Web3.0という新たな世界が広がる中で、NFTを活用した県を応援するプロジェクトの企画や、県の魅力の
発信など、リアルな鳥取県の観光や物産の振興に加えて、これまでにない新たな関わり方を創出し、県の知名度
を世界中に発信することで、人口減少や高齢化など様々な問題解決につなげていく。

〇 さらに、AIアバター職員を採用し、24時間365日、メタバース空間を通じて世界中から県に興味を持つ人と、
コミュニケーションを図る。

AIアバター職員「YAKAMIHIME」

出典元：鳥取県東京本部－メタバース課
https://www.pref.tottori.lg.jp/309184.htm
（操作方法より）

メディア向け発表会を開催

令和５年２月２日「鳥取県メタバース課 職員採用
メディア発表会」を実施
「YAKAMIHIME」とのコミュニケーションや、メタバース
空間内で鉄腕アトムと鳥取県がコラボしたアートギャラ
リーを体験できることを知事から説明

（八上姫）
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○ 香川県では、県内の高度情報化の推進拠点である
「情報通信交流館」において、こども向けのプログラミング
教室やシニア向けのスマホ講座など幅広い年齢層を対
象とした講座を開催しているほか、ICT技術を体験でき
る企画展示やワークショッ
プの開催など、県民の
情報リテラシーの向上
とICT技術の普及啓発
を行っている。

○ 学校等に出向いて実
施する「情報モラル・セキ
ュリティ学習」や「ITの魅
力発信講座」のほか、パ
ソコンやスマホの出張講
座など、館外における学
びの機会も多く提供して
いる。

事業の概要

【参考情報①】 人口：97.4万人
関連ＵＲＬ：https://www.e-topia-kagawa.jp/ (情報通信交流館)

【参考情報②】地方創生推進交付金（内閣府）とは
ＵＲＬ：https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.htm

令和３年度事業費 248,672千円
（うち、地方創生推進交付金（内閣府） 5,547千円）

もっと知りたい！ 担当者にインタビュー

（香川県）

（総務省）

取組の経緯・きっかけを教えてください。

これから事業を考えている自治体に向け、一言お願いしま
す。

165 広く県民がICT・デジタルについて学ぶことのできる場【香川県】

情報通信交流館は、開館以来、県民のニーズ
に基づき幅広い年齢層を対象とした講座を実施し
てきました。その中で、多くの方が継続的に学び、
交流できる場の重要性を改めて感じています。

進化し続ける情報通信技術に対応するためには、
県民の情報リテラシーの向上と高度情報化社会を
担う人材の育成が必要であることから、平成16年
度に、県内の高度情報化の推進拠点として「情報
通信交流館」を開館しました。

事業の近況を教えてください。

県民の情報リテラシーの向上やデジタルデバイドの
解消に向け、初級者から上級者まで各レベルに応
じたパソコン講座のほか、ICTを体験しながら学習
できる展示やワークショップ等を開催しています。
令和３年度からは、新たにスマートフォンの入門

講座を始めました。

★担当：香川県政策部 デジタル戦略総室デジタル戦略課★

17

https://www.e-topia-kagawa.jp/
https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/souseikoufukin.html


デジタル活用支援推進事業

○ 高齢者等のデジタル活用の不安解消に向けて、スマートフォンを経由したオンライン行政手続等に対する助言・相談等
を行う「講習会」を、令和３年度から全国の携帯ショップ等で実施。

（講習会の例：マイナンバーカードの申請方法/マイナポータル、e-Tax、オンライン診療の使い方/スマートフォンの基本操作/
インターネットの利用方法など）

○ 令和３～７年度の５年間での実施を想定し、５年度以降は携帯ショップがない市町村(755市町村(※))などでの講習会を拡
充。 (※)令和４年12月８日集計

＜実施イメージ＞

令和５年度は携帯ショップがない市町村などでの講習会を拡充令和５年度は実施箇所数を拡充

携帯キャリア等（都市部等）

講習会等を行う拠点を全国に有して
おり、当該拠点で支援を実施する主
体（携帯ショップを想定）

令和３年度～
講習会(全国展開型)

地域に根差した支援（地方）

地方公共団体と連携して、公民館等の
公共的な場所で支援を実施する主体
（地元ICT企業、社会福祉協議会等）

令和３年度～
講習会(地域連携型)

令和4年度～
デジタル活用支援推進事業講師の派遣

デジタル活用支援推進事業の講師を、
携帯ショップがない市町村などに派遣して
支援を実施
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地域におけるデジタル活用支援の推進について （令和３年１月29日通知※）

【通知（抄）】

１ 地域におけるデジタル活用支援の取組例

地域におけるデジタル活用支援の実施に当たっては、地域の実情を把握し、普段から地域に溶け込んで活動を行っている幅広い
関係者の協力も得ながら、取組を進めていくことが有効と考えられます。

そこで、地域運営組織などの地域活動を行っている団体（以下、「地域運営組織等」という。）や、地域おこし協力隊及び集落
支援員（以下、「地域おこし協力隊等」という。）並びにそれらのOB・OGなどと連携し、例えば以下のような地域におけるきめ細か
なデジタル活用支援に取り組んでいただくことが考えられます。

・ 公民館等や地域運営組織等の拠点において、地域おこし協力隊等やそのOB・OGなどを講師として、又は講師の派遣を受け、
デジタル機器及び基本アプリの使用法やぴったりサービスを利用した行政手続のオンライン申請方法等に関し、出張講座の開催や
相談対応の実施などのアウトリーチ型支援を行うこと。

・ 決められた日時・場所に行けば、地域の担い手等のスタッフによるサポートを受けられるような場づくりを行うこと
（例えば「デジタルふれあいカフェ」等の名称で実施）

・ 地域住民のデジタル活用支援を担う地域おこし協力隊等の登用により支援体制を充実させること

このほかにも、地域の民間事業者やNPO法人等への委託、住民に身近な各種団体との連携、地域活性化起業人（企業人材
派遣制度）の活用などにより、デジタル活用支援を実施することも考えられます。

令和２年度第３次補正予算による「デジタル活用支援推進事業」の実施や、令和３年度地方財政計画に「地域デジタル社会
推進費」が新たに計上されたことを踏まえ、各地方公共団体に対して、デジタルの活用による住民の利便性向上の重要性、推進
費創設の趣旨及び地域の実情を十分に踏まえつつ、地域におけるきめ細かなデジタル活用支援の推進に積極的に取り組むことを
取組例を示しつつ依頼

※自治行政局地域情報政策室長、地域自立応援課長、地域振興室長、過疎対策室長、情報流通行政局情報流通振興課長の連名
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令和４年度「利用者向けデジタル活用支援推進事業」～の積極的な活用等について（令和４年10月７日事務連絡）

２ 本事業の積極的な活用等について

（１）本事業の積極的な活用

高齢者等が、身近な場所で身近な人からデジタル機器・サービスの利用方法を学ぶことができる環境づくりを推進する「デジタル活用
支援」事業については、本年６月に閣議決定された「デジタル社会の実現に向けた重点計画」や「デジタル田園都市国家構想基本
方針」において、重点的に取り組むこととされており、これを踏まえ、「自治体DX推進計画」においても、「自治体DXの取組とあわせて
取り組むデジタル社会の実現に向けた取組」として、「デジタルデバイド対策」を掲げ、「地域住民に対するきめ細かなデジタル活用
支援を実施する」こととしています。

各地方自治体におかれては、「自治体DX推進計画」を踏まえ、各地域の実情に応じて創意工夫を活かしたデジタル活用支援の取
組を行っていただいているところですが、国の費用負担により、高度なスキルを有する講師の派遣を受けることができる本事業をご活
用いただくことで、より効果的かつ効率的な取組が可能となりますので、ぜひ積極的にご活用いただきますようお願いいたします。

（２）「マイナポイントの申込方法」講座の積極的な実施

マイナンバーカードについては、令和４年度末までにほぼ全国民に行き渡ることを目指すとの方針の下、政府全体で、その普及促進
に取り組んでいるところ、総務省においても、関係省庁や地方自治体とも緊密に連携しながら、全力で取組を進めており、本事業にお
いても、マイナンバーカードの更なる申請促進に資するよう、本年８月に、講師派遣によって開催する講習会における「マイナンバー
カードの申請方法」講座の指定を必須としたところです。（中略）

本事業の「マイナポイントの申込方法」講座は、マイナポイントの申込の更なる促進、ひいては、マイナンバーカードの更なる申請促進
に向けた効果的な取組となることが期待されます。

各地方自治体におかれては、本事業の活用にあたっては、「マイナンバーカードの申請方法」講座とあわせて、「マイナポイントの
申込方法」講座についても、ぜひ講習会における積極的な指定をお願いいたします。

なお、本事業による講師派遣を受けて「マイナポイントの申込方法」講座を開催することによるマイナポイント申込支援に要する経費に
ついては、総務省の「マイナポイント事業費補助金」の対象となります。

※総務省情報流通行政局情報流通振興課、自治行政局マイナンバー制度支援室、マイナポイント施策推進室、地域情報化企画室の連名
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マイナンバーカード
（マイナポイント第2弾による普及や

自治体マイナポイント等の利活用の推進）
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「マイナンバーカードの普及を促進するとともに、消費喚起や生活の質の向上につなげるために、マイナンバーカードを活用して、幅広いサービスや商品の購入などに
利用できるマイナポイント（１人当たり最大２万円相当）を付与する。」 （「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和3年11月19日閣議決定））

※総務省、デジタル庁、厚労省の連携事業

制度概要

②健康保険証利用
・過去の薬剤情報や特定健診結果を医師等に共有
することで、より良い医療を受けられるようになる

・高額療養費制度の限度額を超える支払が不要
・マイナポータルを通じた医療費通知情報の自動入力で、

確定申告の医療費控除が簡単に

③公金受取口座
・預貯金口座を予め登録しておくことで緊急時の給付

金
や児童手当などの公的給付等の迅速かつ確実な
支給が受けられるようになる

※公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に
関する法律（令和３年５月公布）

※令和４年３月28日よりマイナポータルからの公金受取口座の登録開始

①マイナンバーカード
・住民誰もが無料で取得できる公的な顔写真付き
本人確認書類であると同時に、オンラインでも安全・
確実に本人確認を行える極めて高い認証強度を
持ったデジタル社会の基盤となるツール

最大20,000円分を
お好きなキャッシュレス決済サービスのポイントとして付与

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

7,500円相当7,500円相当最大5,000円相当

マイナポイントにより、マイナンバーカードの普及やキャッシュレス決済の利用拡大を図りつつ消費を喚起し、
さらに健康保険証利用や公金受取口座の登録も促進することでデジタル社会の実現を図る

取得 申込 登録

マイナポイント第２弾 R３補正予算：1兆8,134.1億円

マイナポイント第２弾
対象者 ポイント付与数 付与方式 予算上の積算人数 ポイントの申込期間

ポイントの対象となる
カード申請期限

①カード新規取得者等
※マイナンバーカードの既取得者のうち、

マイナポイント第１弾の未申込者を含む。
最大5,000円相当

プレミアム方式、
ポイント付与25%
※20,000円のチャージ又はお買い物に
対し、最大5,000円相当のポイント付与

6,950万人分 令和４年１月
～令和５年９月末

令和５年２月末②健康保険証利用申込
※既登録者及び利用申込みを行った者を含む。 各7,500円相当 直接付与方式 各9,500万人分 令和４年６月30日

～令和５年９月末
③公金受取口座登録

※既登録者を含む。

●イメージ：

●対象者とポイント付与数・申込期間・対象となるカード申請期限等：

総務省 厚労省 デジタル庁
【総括】総務省

（参考）マイナポイント第１弾
カード取得者 最大5,000円相当 プレミアム方式、

ポイント付与25%
申込者数
約2,534万人

令和２年7月
～令和３年12月末 令和３年４月末
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第１弾 第２弾
累計～

R2
6月末

R2
R3
７月～12

月

小計
R4
1月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 7月 ８月 ９月 10月 11月 12月

R5
1月 ２月

3月
（～31
日）

小計
(本格開始
後小計)

30日
（内数）

マイナンバーカードの有効申請受
付数 2,529 2,937 5,466 84 80 115 72 63 70 4 147 309 587 273 354 657 264 759 316 4,149

(3,669) 9,614

マイナンバーカードの有効申請受
付率 19.8％ 43.2％ 43.2％ 43.8％ 44.5％ 45.4％ 45.9％ 46.4％ 47.0％ 47.0％ 48.1％ 50.9％ 55.5％ 57.7％ 60.5％ 65.7％ 67.8％ 73.9％ 76.3％ 76.3％ 76.3％

マイナンバーカードの交付実施済
数 2,221 2,966 5,187 97 88 111 93 81 74 3 84 151 200 273 346 406 376 433 440 3,253

(2,712) 8,440

マイナンバーカードの交付実施済
率 17.4％ 41.0％ 41.0％ 41.7％ 42.4％ 43.3％ 44.0％ 44.7％ 45.3％ 45.3％ 45.9％ 47.4％ 49.0％ 51.1％ 53.9％ 57.1％ 60.1％ 63.5％ 67.0％ 67.0％ 67.0％

マイナポイントの申込数
施策①
マイナンバーカードの新規取得等

― 2,534 2,534 73 56 62 47 45 46 9 213 243 324 317 375 490 415 580 402 3,688
(3,368) 6,221

マイナポイントの申込数
施策②
健康保険証としての利用申込み

― ― ― ― ― ― ― ― 93 93 808 529 599 480 497 638 504 732 456 5,336 5,336
マイナポイントの申込数
施策③
公金受取口座の登録

― ― ― ― ― ― ― ― 87 87 755 499 568 443 466 600 475 692 430 5,013 5,013

(申込純計；いずれか1つ以上の施策に申込がなされた件数) 99 894 596 677 543 562 720 570 836 516 6,013 6,013

マイナンバーカード・マイナポイントに関する現在の申請状況等

44 
138 168 338

684 
384 60 45 36 41 52 60 

154 86 84 80 115 72 63 70 
147

309 
587 273 354 657

264 

759 

316 

2,529 
3,357 3,526 3,863

4,547 4,931 4,991 5,036 5,072 5,113 5,165 5,226 5,380 5,466 5,550 5,630 5,745 5,817 5,880 5,951 6,097 6,406 6,993
7,265 

7,620 8,277 8,541 
9,300 9,614

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

200

400

600

800

1,000
マイナンバーカードの有効申請受付数の推移

月間有効申請受付数（第１弾）
月間有効申請受付数（第２弾）

（万件）（万件）

（単位：万件）

※令和4年1月1日から、第２弾の内、マイナンバーカードの新規取得者等に対する、最大5,000円相当のポイントの申込・付与を開始
※令和4年6月30日から、第２弾の内、マイナンバーカードの健康保険証としての利用申込みに対する7,500円相当のポイント、公金受取口座の登録に対する7,500円相当のポイントの申込・付与を開始

第2弾本格開始後
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自治体マイナポイント事業の概要

○ 令和４年度は10月31日から事業を開始し、22団体において事業を実施。
○ 令和５年度までに累計100団体程度の参画を目指す。
（※）ポイント原資等については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（令和５年３月28日の閣議決定でされた予備費等により

増額措置された「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を含む。）を活用可能。

○ 給付事業との組み合わせによる自治体施策の効果的な推進や地域経済の活性化など、自治体マイナポイントの効果的な活
用を推進。

○ 具体的には、参画自治体へのシステム改修費等の補助などにより、より多くの自治体・決済事業者が連携して事業を実施で
き環境を整備。

R4第2次補正予算
計上額：9.9億円

■ 予算額：9.9億円の内数
■ 補助対象経費：自治体のシステム改修に要する経費、申込支援・広報等に要する経費、決済事業者のシステム改修に要する経費 等
■ 補助率：１／２

自治体向け補助金の概要

概要

マイナポイントの基盤（国が整備）

キャッシュレス
決済サービス自治体 住民等

自治体
マイナポイント
申込システム

決済サービスのポイントとして
●●ポイント付与 ・子育て支援 ・地域経済の活性化

・交通支援 ・地域健康活動の推進 等

【施策目的】

施策目的に応じて、対象者の限定（年齢・所得・子育て世帯・
地域活動参加者等）等、柔軟な制度設計が可能

事務局（自治体マイナポイント事業をサポート）

・自治体ー決済事業者のマッチングの支援
・契約・精算事務の支援 大手決済サービス事業者、地域通貨系決済サービス事業者などの中から、

自治体が施策目的に最も適した決済サービス事業者を選択可能

経緯・取組の方向性
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自治体マイナポイント事業施策例：兵庫県姫路市（多子世帯への出産祝いポイント）
事業概要

○ 令和４年４月２日以降に出生した新生児の保護者に対し、その新生児も含めた子供の人数に応じ、出産祝いと
して25,000円～45,000円相当のポイントを付与することにより、経済的な負担軽減を図るとともに、子どもの健やか
な成長を応援するもの。

事業イメージ
■ 付与対象者 ：令和４年４月２日以降に出生した新生児を持つ保護者
■ ポイント付与額：新生児を含めた子供の人数により変動（３人：25,000円相当、４人：35,000円相当、５人以降：45,000円相当）

利用者
自治体

マイナポイント
申込システム

① 「姫路市 多子世帯への出産祝
いポイント（第３子～第５子以
降）」を選択の上、マイナンバーカー
ドを読み取り、ポイント申込

③ 複数の決済サービスから任意の
サービスを１つ選択

④ 子供の数に応じ、ポイント付与
３人：25,000円相当
４人：35,000円相当
５人以降：45,000円相当

⑤ 商店等で買い物

期待される効果・特徴
○ マイキープラットフォームとあらかじめ市において作成した台帳とを活用することにより、子育て世帯への確実な給付が
可能となり、施策目的の効果的な実現が可能。

② 給付対象者のリスト
（台帳）を作成。その台
帳を用いて申込者が対
象者かどうかを審査
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自治体マイナポイント事業施策例：大分県（DX推進）
事業概要

○ 県の行政手続（妊産婦、要介護者等向けの駐車場利用予約等）をオンラインで行った上で、改善意見を提出し
た者に対し、1,000円相当のポイントを付与することにより、県民目線に立ち、DXの推進を図るもの。

事業イメージ
■ 付与対象者 ：令和４年12月１日から令和５年１月31日までに県の行政手続をオンラインで実施し、改善意

見を提出した者
■ ポイント付与額：１人当たり1,000円相当

利用者
自治体

マイナポイント
申込システム

① 県の行政手続を申請後、
改善意見を提出

④ 複数の決済サービスから任
意のサービスを１つ選択

⑤ 1,000円相当のポイント付与 ⑥ 商店等で買い物

期待される効果・特徴
○ マイナンバーカードの取得が自治体マイナポイント付与の前提となっていることと県民から提出された改善意見に基づ

いて行政手続のオンライン申請におけるUI/UXを向上することの相乗効果により、DXの推進を効果的に実施可能。

③ 電子申請の情報等を基に、給付対象者
リスト（台帳）を作成。その台帳を用いて
申込者が対象者かどうかを審査

電子申請システム

② 「大分県電子申請利
用促進事業」を選択の上、
マイナンバーカードを読み取
り、ポイント申込
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自治体におけるマイナンバーカードの利活用事例①

◯証明書自動交付機の設置（複数団体）

証明書自動交付機
利用の様子

▶ マイナンバーカードを利用し、地方公共団体が発行
する各種証明書が取得可能な証明書自動交付機
（キオスク端末）を庁舎内や郵便局に設置。

▶ 窓口の混雑緩和や来庁者
の滞在時間短縮により、
住民の利便性が向上。

◯申請書作成支援（書かない窓口）
（複数団体）

▶ 窓口での手続において、マイナンバーカードを利用し、
氏名・住所・生年月日などの一部項目を申請書等
に印字することで、申請書の作成を支援。

▶ 申請者は、署名など最小限の
記入のみとなり、申請手続に
おける負担が軽減。

窓口のイメージ

◯スマートフォンによるオンライン申請
（複数団体）

▶ 証明書の交付申請などの手続を、スマートフォン
上で、マイナンバーカードを使用して本人確認を
行い、手数料をクレジットカードで支払うことで、
オンライン上で申請を完結。

▶ 申請受付後、証明書は
自宅に郵送。

手順イメージ

◯おくやみ窓口（複数団体）
▶ 死亡手続において、必要な申請書の

選定及びマイナンバーカードを利用し、
複数の申請書を一括作成。

▶ 所要手続の把握や申請書等
記載の住民負担軽減による
住民サービス向上が図られる
とともに、手続時間の短縮に
より行政事務効率化。 窓口のイメージ
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自治体におけるマイナンバーカードの利活用事例②

▶ 母子健康手帳の情報をスマートフォンやPCで閲覧で
きるアプリサービス。マイナンバーカードを使用して利
用者登録をすることで乳幼児健診データ、予防接種
データを連携。

▶ 予防接種や定期検診の
スケジュール、自治体から
の情報をプッシュ通知で
お知らせすることが可能。

◯電子母子手帳サービス（複数団体）

サービスの利用イメージ

◯医療健康アプリ（宿毛市）
▶ オンライン診療事業に医療健康アプリを導入し、住
民側から情報を取得できるようにすることで、災害時
においても処方情報や検査データが確認できる環
境を構築。また、アプリでバイタルや食事・運動記録
等を登録することで、医療機関側の診療にも活用。

▶ 地域医療情報ネットワーク(はたまるねっと)の利用
には会員カードを利用していたが、マイナンバーカード
の空き領域を活用し、マイナンバーカードに統合。

（今後、各病院の診察券も統合予定）

◯シェアサイクルの使用料割引（前橋市）
▶ 一定の区域に自転車の貸出・返却が可能な拠点を

多数設置し、どの拠点でも貸出・返却ができるシェア
サイクルにおいて、専用アプリからマイナンバーカード
を使って市民登録された方の使用料割引を実施。

シェアサイクルの利用イメージ

◯地域公共交通における利用（前橋市）

交通系ICカードとマイナンバーカードを紐付けた利用イメージ

事業①
▶ マイナンバーカードをタッチして割引運賃を適用する

仕組みを、移動困難者へのタクシー支援で活用 。

事業②
▶ 交通系ICカードとマイナンバーカードを紐付けると、
デマンド交通が割安な運賃で利用可能。
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自治体におけるマイナンバーカードの利活用事例③

◯避難所受付における利用（複数団体）
▶ 災害時に、避難所の受付にマイナンバーカードを
利用するシステムを構築。

▶ 手書きで名簿を作成する
必要がなくなり、効率的かつ
的確な安否確認を実現。 防災訓練の様子

3歳児健診 こども科学館▶ マイナンバーカード読取機に職員がカードをかざす事
で出退勤時の時間等を電子的に記録。日々の出
退勤時の報告が不要となり、職員の負担も軽減。

◯職員の出退勤管理（複数団体）

▶ 認証プリンタの認証用カードとして利用。
◯プリンターログイン時の認証（複数団体）

▶ 事前申込により、マイナンバーカードを図書館カードと
して利用。一部の自治体では、登録者の貸出件数
を増冊するサービスを実施。

◯図書館カードとして利用（複数団体）

◯市民病院診察券として利用（小牧市）

◯印鑑登録証として利用（複数団体）
▶ 事前申込により、印鑑登録証として利用。

▶ 事前申込により、市民病院の診察券として利用。

◯環境保全活動と連携した自治体
マイナポイント（木津川市）

▶ 市が実施するごみ減量施策
（地域のごみ収集等）に参加した
住民に自治体マイナポイントを付与。 広報誌で周知

◯複数事業を対象とした自治体マイナポイント
（姫路市）

▶ 国のマイキープラットフォームを活用して実施するポイ
ント事業として「ひめじポイント」（自治体マイナポイ
ント）事業を実施。

▶ 多子世帯への出産祝いポイント、
婚活サポートポイント、介護支援
ボランティアポイント、など様々な
分野の事業が対象。

広報誌で周知
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マイナンバーカードの広域利用促進事業 R４補正予算：３．９億円

• 住民の利便性を重視すると、生活圏等ある程度広がりを持った圏域でマイナンバーカードの利活用シーン
を拡大するための取組を行っていくことが重要。広域での取組はコストの削減、多様な取組の実現にも繋
がるものと考えられる。

• 連携中枢都市圏や定住自立圏では、施設の相互利用や公共交通の利便性向上に向けた取組等が進めら
れているところだが、その際、マイナンバーカードという共通のインフラを活用することで本人確認等も含め
て１枚のカードで全てを完結させることができるなど、住民の利便性の向上により資する取組とすることが
できる。

⇒既に地域的な一体感が醸成されている連携中枢都市圏や定住自立圏において、マイナンバーカードの広
域利用を通じ、圏域内市町村が住民サービス等の向上や地域経済の活性化を図るために実施するモデル
的な取組みを促進。

【圏域内におけるカードの広域利用イメージ】

• 連携中枢都市圏や定住自立圏において、マイナンバー
カードの空き領域を広域で利用し、利活用シーンの拡大を
図るための取組を支援。

• 対象圏域: 連携中枢都市圏及び定住自立圏
• 採択予定団体数：10圏域程度
• 上限予定額：1圏域につき、4,000万円程度

• 図書館の広域利用、高齢者等の公共交通機関割引、市営施
設の共通利用パス 等

施策の概要

想定される利用シ－ン

支援内容
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自治体ＤＸ・地域社会のデジタル化に関する
各種支援策

～デジタル人材の確保・育成・派遣～
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市区町村においてDXを推進するための外部デジタル人材の活用は進んでいない

○ DXを推進するための外部デジタル人材の活用
都道府県では36団体（76.6％）、市区町村では345団体（19.8％）が外部デジタル人材を活用している。

36
(76.6%)

11
(23.4%)

活用している…36

活用していない…11

都道府県
47

345
(19.8%)

1,396
(80.2%)

活用している…345

活用していない…1,396

市区町村
1,741

○ 外部デジタル人材の活用人数

※令和４年４月１日時点総務省調
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地方公共団体におけるデジタル人材の確保・育成の推進（地財措置の創設）
○ 情報システムの標準化・共通化の対応を含め、自治体DX推進計画の計画期間が令和７年度までとされているなど、地方

公共団体におけるデジタル化は喫緊の課題。

○ デジタル化の取組を進める上では、地方公共団体のデジタル人材確保が必要だが、市町村を中心にデジタル人材確保が
進んでいない団体も多く、今後、外部からのデジタル人材の確保、庁内の中核を担う職員（DX推進リーダー）の育成が必要。

○ こうした中、都道府県がデジタル人材を確保し市町村のデジタル化を支援する取組や各地方公共団体で中核を担う職員を
指定し集中的に育成する取組を促進するため、以下の措置を講ずる。

①② 地方公共団体におけるデジタル人材の確保（①）・
育成（②）に関する地方財政措置の創設

④ その他の地方公共団体向け支援策

【対象経費】

① 都道府県等による市町村支援のためのデジタル人材の確保に要する
任期付職員・非常勤職員等の人件費、民間事業者への委託費等
※ これらの経費の一部につき市町村の負担金が生じる場合には当該負担金を含む。

② 地方公共団体におけるデジタル化の取組の中核を担う職員（DX推進
リーダー）の育成に係る経費（研修に要する経費、民間講座の受講料等）

【事業期間】 令和７年度まで（自治体DX推進計画の計画期間と同様）

【地方財政措置】 特別交付税措置（措置率０．７）

※ 併せて、市町村が外部のデジタル人材をCIO補佐官等として任用する際の経費に係る
特別交付税措置を拡充（措置率0.5→0.7）

「自治体DX推進手順書 参考事例集」をバージョンアップし、「人材確保・育成 参考事例集」等を新たに作成することで、先進
団体における人材確保・育成に係る参考事例を横展開。

③ 地方公共団体におけるＤＸ実現のための専門アドバイザーの派遣等

総務省・地方公共団体金融機構の共同事業である「経営・財務マネジメント強化事業」において、新たに、地方公共団体にお
けるＤＸの取組を支援するための専門アドバイザーを派遣するとともに、J-LIS（地方公共団体情報システム機構）・自治
大学校・市町村アカデミー・国際文化アカデミーにおける地方公共団体職員向けの研修を充実。
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都道府県過疎地域等政策支援員について

対象団体

対象経費

要件

財政措置

都道府県

①過疎地域その他の条件不利地域
（過疎、山村、離島、半島、奄美、小笠原、沖縄）
を有する複数の市町村への支援が対象

②市町村の施策の企画立案、指導・助言、
関係者調整等の支援の業務に従事すること

③都道府県の過疎計画に記載があること 等

都道府県過疎地域等政策支援員の活動に要する
経費（報償費、旅費、委託費等）

・対象経費の上限額 年間560万円／人 ・措置率0.5
・財政力補正あり

○ 過疎地域の持続的発展に資する多様な人材を確保・育成するため、都道府県が専門人材を
雇用又は委託し、過疎地域等を支援する経費について特別交付税措置を講じる。

◎産業振興（農林水産業）
・・・販路拡大、ブランド化、６次産業化、経営指導、
スマート農林水産業、担い手確保 等

◎産業振興（商工業、その他）
・・・サテライトオフィス等の企業誘致、商品開発、

創業支援、特定地域づくり事業協同組合支援 等
◎産業振興（観光）
・・・観光戦略、DMO支援、観光・宿泊施設の経営改革、

インバウンド対策 等
◎地域における情報化
・・・情報通信技術の利活用 等

◎地域公共交通の確保
・・・地域公共交通網の維持・再編、新技術活用 等

◎生活環境の整備
・・・水道事業経営 等

◎高齢者等の保健・福祉
・・・地域包括ケアシステム、子育て支援 等

◎医療の確保
・・・医療政策支援 等

◎教育の振興
・・・ICT教育、農山漁村留学、外国語教育、キャリア教育 等

◎集落の整備
・・・集落対策、空家対策 等

◎地域文化の振興
・・・文化財保護 等

◎再生可能エネルギーの利用推進
・・・再生可能エネルギーの導入支援 等

【専門人材の活用イメージ】

過疎
市町村

A

都道府県

専門人材雇用

委託

過疎
市町村

B
・・・

複数市町村
への支援

業
務
の
例
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地域活性化起業人（企業人材派遣制度）

対象者 三大都市圏に所在する企業等の社員（在籍派遣）
※三大都市圏に本社機能を有する企業等については派遣時に 三大都市圏に勤務することを要しない

受入団体

期 間 ６ヵ月 ～ ３年

○ 地方公共団体が、三大都市圏に所在する企業等の社員を一定期間受け入れ、そのノウハウや知見を活かしながら

地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事してもらい、地域活性化を図る取組を特別交付税措置。

活動内容（例） 地域活性化に向けた幅広い活動に従事

特別交付税
措 置

○派遣元企業に対する負担金など起業人の受入れの期間中に要する経費 上限額 年間５６０万円／人

○起業人の受入準備経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／団体
（派遣元企業に対する募集・PR、協定締結のために必要となる経費）

○起業人が発案・提案した事業に要する経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／人

○観光振興 ○ICT分野（デジタル人材）

○地域経済活性化（中小企業のハンズオン支援）

①３大都市圏外の市町村

②３大都市圏内の市町村のうち、条件不利地域を有する市町村、定住自立圏に取り組む市町村

及び人口減少率が高い市町村

○地域産品の開発・販路拡大

○中心市街地活性化

1,432市町村

等

実 績

※特別交付税ベース

年 度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

企業人数 22人 28人 37人 57人 70人 95人 148人 395人 618人

受入団体数 17団体 25団体 32団体 50団体 56団体 65団体 98団体 258団体 366団体

20代 30代 40代 50代 60代以上

12.3％ 26.4％ 27.1％ 27.9％ ６.2％

【年代割合】
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○ 人口減少が進展する一方で、インフラ資産の大規模な更新時期を迎える中、財政・経営状況やストック情報等を的確に把握し、「見える

化」した上で、中長期的な見通しに基づく持続的な財政運営・経営を行う必要性が高まっている

○ しかしながら、地方公共団体においては、人材不足等のため、こうした経営・財務マネジメントに係る「知識・ノウハウ」が不足し、小規模

市町村を中心に公営企業会計の適用やストックマネジメント等の取組が遅れている団体もあるところ

地方公共団体の経営・財務マネジメントを強化し、財政運営の質の向上を図るため、総務省と地方公共団体金融機構の共同事業
として、団体の状況や要請に応じてアドバイザーを派遣

（２） 支援の方法

※アドバイザーの派遣経費（謝金、旅費）は、地方公共団体金融機構が負担

（３） 事業規模

○ 約６億円（約1,400団体・公営企業への派遣を想定）

啓発・研修事業課題対応アドバイス事業 課題達成支援事業

都道府県が市区町村・公営企業の啓発
のため支援分野の研修を行う場合に派
遣

市区町村・公営企業が直面する課題に
対して、当該課題の克服等、財政運
営・経営の改善に向けたアドバイスを
必要とする場合に団体の要請に応じて
派遣

上記の支援分野の実施に当たり、知
識・ノウハウが不足するために達成が
困難な市区町村・公営企業に、技術
的・専門的な支援を行うために派遣

都道府県に派遣個別市区町村に継続的に派遣（各都道府県市区町村担当課等と連携して事業を実施）

令和５年度「地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業」

事業概要

（１） アドバイザーを派遣する支援分野

○ 公営企業・第三セクター等の経営改革

・ ＤＸ・ＧＸの取組

・ 経営戦略の改定・経営改善

・ 公立病院経営強化プランの策定及び経営強化の取組

・ 上下水道の広域化等

・ 第三セクターの経営健全化

○ 公営企業会計の適用

○ 地方公会計の整備・活用

○ 公共施設等総合管理計画の見直し・実行

（公共施設マネジメント）

○ 地方公共団体のＤＸ

○ 首長・管理者向けトップセミナー
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②協力情報の提示
（９月下旬頃）

派
遣
先

市
町
村

・国家公務員 ･･･原則人口10万人以下
・大学研究者 ･･･指定都市を除く市町村
・民間専門人材 ･･･指定都市を除く市町村

職
種

・常勤職員 …副市町村長、地方創生監など
・非常勤職員…顧問、地方創生アドバイザーなど

派
遣
期
間

・国家公務員 ：原則２年間
・大学研究者 ：原則半年〜２年間
・民間専門人材：原則半年〜２年間

給
与

報
酬
等

・原則 市町村が負担
※派遣先市町村と派遣元企業等との協議にて決定
（総務省の「地域活性化起業人」とも併用可）

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

・派遣前に地方創生施策に関する研修会を実施。
・年に数回、派遣者の取組や派遣先での課題を
共有する報告会・情報交換会を開催。

＜研修会・報告会の模様＞

 地方創生に積極的に取り組む市町村に対し、意欲と能力のある国家公務員、大学研究者、
民間専門人材を市町村長の補佐役として派遣

 市町村からの派遣受入の希望申請に基づき、各省庁、大学、民間企業と市町村との
マッチング協議の支援を実施

 派遣前に地方創生施策についての研修会を実施するとともに、年に数回、派遣者の取組報告や
派遣先での課題を共有する報告会・情報交換会を開催し、派遣者間のネットワーク構築をサポート

【施策のイメージ】

地方創生人材支援制度 制度概要

※ 市町村は都道府県経由で申請（締切は都道府県毎に設定）
※ 大学研究者、民間専門人材は、募集開始時に協力情報にて

市町村に共有

平成27年度 69市町村 69名
・国家公務員 42市町村 42名
・大学研究者 15市町村 15名
・民間専門人材 12市町村 12名

平成28年度 58市町村 58名
・国家公務員 42市町村 42名
・大学研究者 3市町村 3名
・民間専門人材 13市町村 13名

平成29年度 55市町村 55名
・国家公務員 44市町村 44名
・大学研究者 2市町村 2名
・民間専門人材 9市町村 9名

平成30年度 42市町村 42名
・国家公務員 39市町村 39名
・大学研究者 1市町村 1名
・民間専門人材 2市町村 2名

令和元年度 33市町村 34名
・国家公務員 23市町村 23名
・大学研究者 3市町村 4名
・民間専門人材 7市町村 7名

令和２年度 46市町村 57名
・国家公務員 20市町村 20名
・大学研究者 2市町村 2名
・民間専門人材 26市町村 35名

令和３年度 78市町村 88名
・国家公務員 21市町村 21名
・大学研究者 2市町村 2名
・民間専門人材 55市町村 65名

令和４年度 81市町村104名
・国家公務員 16市町村 16名
・大学研究者 3市町村 3名
・民間専門人材 63市町村 85名

令和５年度 66市町村81名
・国家公務員 20市町村 20名
・大学研究者 １市町村 １名
・民間専門人材 47市町村 60名

354市町村延べ588名を派遣
（令和５年３月17日現在）

内閣官房
内閣府

各省庁
大学研究者
民間企業

市町村
④希望企業名等を連絡

（～11月上旬頃）

①派遣可能な
企業等情報提供
（～8月末）

⑤希望市町村の
ニーズの提供
（11月下旬頃） ⑥マッチング協議

(～２月末)

③協力情報に基づき
派遣希望を検討
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地域おこし協力隊の活動状況等

机上配付資料



※ 隊員数、インターン参加者数、自治体数は、総務省の「地域おこし協力隊推進要綱」に基づくもの（いずれも特別交付税算定（令和４年11月末調査
時点）ベース）。

※ 平成26年度から令和3年度の隊員数は、名称を統一した旧「田舎で働き隊(農水省)」の隊員数を含む。
※ （ ）内の数は、インターン参加者のうち、地域おこし協力隊に任用された者の人数（翌年度任用見込み者数を含む）。
※ 合計は、隊員数とインターン参加者数（翌年度任用見込み者数を除く）の合計値。
※ 【 】内の数は、自治体数のうち、インターンのみ受け入れた自治体数。

令和４年度の地域おこし協力隊の隊員数等について

年 度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度

隊員数 89人 257人 413人 617人 978人 1,629人 2,799人 4,090人 4,976人 5,530人 5,503人 5,560人 6,015人 6,447人

インターン
参加者数

106人
（16人）

421人
（82人）

合計 89人 257人 413人 617人 978人 1,629人 2,799人 4,090人 4,976人 5,530人 5,503人 5,560人 6,114人 6,813人

自治体数 31団体 90団体 147団体207団体318団体 444団体 673団体 886団体 997団体 1,061団体1,071団体1,065団体1,087団体
【2団体】

1,118団体
【2団体】

○ 令和４年度の地域おこし協力隊の隊員数は、前年度から432名増の6,447人となり、
インターン参加者数を含めた合計数は、6,813人となった。

○ また、受入自治体数は、前年度から31団体増加し、1,118団体（受入可能自治体1,461
団体の約77%）となった。

任期終了後、およそ65%が
同じ地域に定住※R4.3末調査時点

隊員の約４割は女性 隊員の約７割が
20歳代と30歳代
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地域おこし協力隊の定住状況等に係る調査結果概要（令和５年４月公表）

任期終了後、およそ65％の隊員が同じ地域に定住

○令和４年3月31日までに任期終了した地域おこし協力隊員の定住状況等について調査を実施。

合計=9,656人
（前回=8,082人）

同一市町村内に定住した者は5,130人
前回調査（4,292人）比で約1.2倍に増加

うち、約42％(2,174人)が起業、
約38％(1,970人)が就業

（前回調査：令和３年３月31日までに任期終了した隊員）

合計=5,130人
（前回＝4,292人）

任期終了後定住した隊員の動向

起業 事業承継

※準備中・研修中を含む

就農・就林等就業

他の地域に転出
2,019人（20. 9％）

活動地の
近隣市町村内に定住

1,188人（12.3％）

活動地と
同一市町村内に定住

5,130人（53.1％）

不明
1,258人（13.0％） 同じ地域に定住

6,318人（65.4％）

うち、226人が活動地と関わりの
ある地域協力活動に従事

その他

61人（0.6％）

就業
1,970人（38.4％）

起業
2,174人(42.4％)

事業承継
57人（1.1％）

その他
224人（4.4％）

不明
112人（2.2％）

※四捨五入しているため、
合計が100％にならないことがある。

就農・就林等
593人（11.6％）
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令和４年度 地域おこし協力隊アンケート調査結果（JOIN）①

出典：『地域おこし協力隊に関するアンケート調査』（一般社団法人移住・交流推進機構（JOIN）実施）
※調査期間は令和4年9月1日～令和4年10月7日。全国の地域おこし協力隊員が対象（回答者数：2,195名）。 3



令和４年度 地域おこし協力隊アンケート調査結果（JOIN）②

出典：『地域おこし協力隊に関するアンケート調査』（一般社団法人移住・交流推進機構（JOIN）実施）
※調査期間は令和4年9月1日～令和4年10月7日。全国の地域おこし協力隊員が対象（回答者数：2,195名）。 4



令和４年度 地域おこし協力隊アンケート調査結果（JOIN）③

出典：『地域おこし協力隊に関するアンケート調査』（一般社団法人移住・交流推進機構（JOIN）実施）
※調査期間は令和4年9月1日～令和4年10月7日。全国の地域おこし協力隊員が対象（回答者数：2,195名）。 5



令和４年度 地域おこし協力隊アンケート調査結果（JOIN）④

出典：『地域おこし協力隊に関するアンケート調査』（一般社団法人移住・交流推進機構（JOIN）実施）
※調査期間は令和4年9月1日～令和4年10月7日。全国の地域おこし協力隊員が対象（回答者数：2,195名）。 6



令和４年10月調査時点で隊員を受け入れている自治体
（1,095団体）に対する調査

協力隊を受け入れたことによる影響 対地域 対自治体

とても良い影響を与えた 179団体 171団体

良い影響を与えた 694団体 651団体

どちらとも言えない 218団体 266団体

悪い影響を与えた 4団体 7団体

とても悪い影響を与えた 0団体 0団体

＜「とても良い影響を与えた」の例＞
【対地域】
○地域住民の交流の場が生まれた。
○ソトの人が地域に入ることにより、住民も今までと違った視点で
地域を考えるようになった。

○役所と地域のパイプ役になっている。
○地域が協力隊を通して移住者に慣れる・受け入れるきっかけに
なった。

【対自治体】
○行政では担いきれない細やかな地域プロジェクトの推進や、住
民の郷土愛醸成に寄与した。

○行政と関わりがなく知られていなかった団体の存在がクローズアッ
プされた。

○メディアへの露出が増えた。

＜「悪い影響を与えた」の例＞
【対地域】
○地域の期待に応えられず、地域と融和できなかった経験から、地
域に隊員に対する拒否感が発生

○活動内容について地元とのトラブルがあった。
○定住につながらないことがマイナス印象を強くしている。

【対自治体】
○一般の行政職員の採用と比べて業務負担が多すぎる。これに見
合うほどの効果を発揮しているかが不明

○なんでも要望すればいいと勘違いをする隊員が一定数存在する。
○任期後の税金等滞納の発生、制作物や収穫物の放置によるト
ラブルの発生

【参考①】地域おこし協力隊を受け入れた自治体からの声

約８割の自治体が地域・自治
体に対して良い影響を与えたと
回答
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